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社会福祉法制における知的障害者の主体性の形成と権利擁護 





































































































































ーズに応じた 0 から 100％の意思決定支援でなければならいとした。さらに、カナダのアル
バータ州法である Adult Guardianship and Trusteeship Actを概観し、パーソナルな事項（財
産的な事項を除く介護等に関する事項）に関して代行決定ではなく意思決定支援を明確に打










― 障害者総合支援法の検討を中心に ― 
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 このことは、マイケル・オリバ （ーMichael Oliver）らが、「人々は単なる「ケアの対象（cared 
for）」ではなく、「人と人との相互のかかわり合いとしてケアを受ける（cared about）」存在
であるという強い意味があ」る92と主張するようにケア論からも基礎付けることができよう。
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   ●自立した生活および地域社会へのインクルージョンに関する法 
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   ●表現および意見の自由、情報アクセスならびにプライバシーに関する法 
   ●家庭および家族の尊重に関する法 
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   ●司法へのアクセスに関する法 
   ●政治的および公的活動に参加する法 
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河野正輝自身も、2014 年 10 月 30 日に発刊された岩村正彦・菊池馨実責任編集『社会保障
法研究第 4 号』（信山社、2014 年）の研究座談会で、「発達障害」概念と障害の社会モデルと
の関係について、「その時には、しかし、のちに理論化される「社会モデル」という認識まで








法施行令（平成 17 年政令 150 号）第 1 条では、「脳の障害であってその症状が通常低年齢におい
て発現するもののうち、言語の障害、協調運動の障害その他厚生労働省令で定める障害」と規定







は、1979 年の「社会福祉サービスの法的特質」（季刊労働法、1979 年）である。 
 同時期のもとして、橋本宏子により「人格発達権論」の主張がある。橋本宏子「法と施設」小
川政亮編著『扶助と福祉の法学』（一粒社、昭和 53 年）114 頁～159 頁。 
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によって主張されている発達（発展）権（the rights to development）についてみていくこ
ととする。 
  
河野正輝の発達障害概念は、1948 年の国連総会における「世界人権宣言」第 22 条が「自
                                                















































発達（発展）権（the rights to development） 
 1986 年に開催された国連総会で発展（発達）の保障を権利として構成する「発展（発達）





まず、マイケル・アシュレイ・シュタイン（Michael Ashley Stein）は、人権を 3 つの世
代に分けて理解する。第一世代の人権（first-generation rights）として市民的権利（civil rights）
と政治的権利（political rights）を、第二世代の人権（second-generation rights）として社
会的権利（social rights）と文化的権利（cultural rights）を、第三世代の人権（third- generation 
rights）として発展（発達）権（the rights to development）をあげている125。第一世代の人
権は、自由権に属するものであり、個人の平等な取り扱いを促進し、国家の介入を防止する
消極的権利であるとされる。第二世代の人権は、我が国の生存権に相当するもので、平等な
                                                
121 河野・前掲注(111)10 頁～11 頁。 
122 ここで用いている「発達を保障する」という文言は、前掲のいわゆる「発達保障論」とは異な
っていることはいうまでもない。 
123 申惠丰・前掲注(115)172 頁。 
124 マイケル・アシュレイ・シュタイン（Michael Ashley Stein）は、2007 年に‘Disability Human 
Rights’をカリフォルニアローレビューに、そして、‘Beyond Disability Civil Rights’をヘイス
ティングロージャーナルに相次いで著した。 
125 Michael Ashley Stein(2007),‘Disability Human Rights’,Vol.95California Law Review 
pp.77-78 
 なお、ステファン・マークス（Stephen marks）も、1970 年代から 80 年代にかけて発展（発
達）の権利（the rights to development）を第三世代の人権（third- generation human rights）
と紹介されたと記載している。そして、第一世代の人権を文化的、政治的権利とし、第二世代の
人権を経済的、社会的、文化的権利としている。 
Stephen marks(2004),‘The Human Right to Development : Between Rhetoric and 































                                                
126 Ibid.p.78. 
127 Michael Ashley Stein , Penelope J.S.Stein(2007),‘Beyond Disability Civil Rights’, 
Vol.58Hastings Law Journal,p.1206. 
128 Ibid.p.94、Ibid.p.1213. 
 もっとも、マイケル・アシュレイ・シュタイン（Michael Ashley Stein）は、発展（発達）権
の先にあるもとして、障害者の人権パラダイムを構想している。Ibid.p.94. 
 わが国では、鈴木勉が『現代障害者福祉論』の中で触れている。鈴木勉・植田章偏著『現代障
害者福祉論』（2006 年、高菅出版）17 頁～18 頁。 
129 「発展の権利宣言」については、奥脇直也、小野寺彰編集『国際条約集』（有斐閣、2011 年版）
303 頁～305 頁。 
130 河野正輝の発達障害概念の初出は、1979 年の季刊労働法 114 号に掲載された「社会福祉サー
ビスの法的特質―現行社会保障法下において」である。 






















































また、平成 25 年 6 月 28 日に厚生労働省によって取りまとめられた「平成 23 年生活のし
づらさなどに関する調査」結果131によれば、65 歳未満の療育手帳所持者の外出時に支援が必













                                                
131 http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/seikatsu_chousa_c_h23.pdf, accessed31Aug. 2014. 
132 以上は、厚生労働省が発表した「平成 17 年度知的障害（児）者基礎調査結果の概要」によっ
た。http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/titeki/, accessed31Aug. 2014 . 
 なお、同調査によれば、「いやな思い」に関して前回調査（Ｈ12 年度）では、56.9％が「あっ
た」と答えたのに対して、今回（Ｈ17 年度）調査では 35.4％に減少している。 
133 例えば、愛知県が平成 23 年度に行った愛知県障害者基礎調査によれば、「将来の不安や、そ
の他困っていること」というアンケート項目に対する回答として、親亡き後の不安について多く




































                                                                                                                                                     
つながる。同様の指摘は、植戸貴子「知的障害者の地域生活のための支援と仕組みづくり」『神戸
女子大学健康福祉学部紀要第 3 巻』（平成 23 年）3 頁。 
134 ピープルファースト東久留米『知的障害者が入所施設ではなく地域で生きていくための本』（生
活書院、2011 年）5 頁。 
135 カリフォルニア・ピープルファースト編、秋山愛子・斉藤明子訳『わたしたち、遅れているの？















❷障害者の範囲の拡大（第 4 条第 1 項） 
「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病を加えた。 
❸障害支援区分の創設（第 4 条第 4 項） 
「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる
標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改められた。 
❹重度訪問介護の拡大（第 5 条第 3 項） 
 これまでの重度の肢体不自由者等に、新たに厚生労働省令で定めたものが加えられた。 







請を行う（法第 20 条第 1 項）。次いで市町村は、職員または指定一般相談支援事業者等によ
り、申請者と面接を行わせ、心身の状況やその置かれている環境その他厚生労働省令で定め
る事項について調査をさせる（法第 20 条第 2 項）。次に、介護給付にあっては、コンピュー
タによる一次判定、市町村審査会の二次判定を経て、市町村は、障害支援区分の認定（法第










21 条第 1 項）を行う。そして、市町村は、申請者138に対してサービス等利用計画案の提出を
求め（法第 22 条第 4 項）、障害者等の支援区分、当該障害者等の置かれている環境、当該申
請者等の利用に関する意向その他厚生労働省令で定める事項139を勘案して介護給付費等の支
給の要否を決定する（法 22 条 1 項）140。なお、共同生活援助を除く訓練等給付に関しては、
障害支援区分の認定を経ることなく支給決定が行われる（法施行令第 10 条）。 
また、市町村は、支給決定を行ったときは、当該支給決定障害者に対し、厚生労働省令で





















                                                
138 申請者が障害児の場合、障害児の保護者に対してサービス等利用計画案の提出を求めることと
なる（法第 22 条第 4 項）。 





雄「社会保障法における行政の助言・教示義務」『賃金と社会保障 No.1457』（2008 年）25 頁～
34 頁。高藤昭「社会保障給付の非遡及主義立法と広報義務」『判例タイムズ No.766』（1991 年）
38 頁～44 頁。堀勝洋「社会保障法判例 児童扶養手当に関する周知徹底義務を違法に怠ったと


























さらに、障害者総合支援法第 2 条第 1 項は、「努めなければならに」規定ではなく、「責務
                                                                                                                                                     
（1991 年）200 頁～210 頁。なお、小川政亮は、1987 年に『日本福祉大学研究紀要』で、ドイ
ツ社会法典に規定されている広報義務を紹介している。小川政亮『小川政亮著作集第 1 巻』（大月
書店、2007 年）329 頁～347 頁。 
142 京都地裁平成 3 年 2 月 5 日判決。判例タイムズ No.751（1991.5.1）238 頁～256 頁参照。 
事案は、児童扶養手当を遡及受給できなかったのは、市町村が児童扶養手当に関する広報・周
知義務を果たさなかったことが原因であると訴えたもので、第 1 審は、憲法 25 条は福祉立法の解
釈基準を示すものであり、児童扶養手当法 1 条、7 条 1 項、2 項を憲法 25 条の趣旨から解釈すれ
ば、市町村の広報義務が導かれると判示した。 
143 大阪高裁平成 5 年 10 月 5 日判決。別冊ジュリスト社会保障法判例百選［第４版］「106 児童
扶養手当制度に関する国の広報・周知義務」（有斐閣、2008 年）214 頁～215 頁参照。 
144 河野正輝「障害者自立支援の法的課題―障害者の権利擁護およびサービス支給決定プロセスの
改革」『社会福祉研究所報第 39 号』（2011 年）69 頁～70 頁。 
145 河野正輝・中島誠・西田和弘編『社会保障論』（有斐閣、2007 年）268 頁。 
146 阿部和光は、第 16 回社会保障法学会の質疑応答で、情報収集、広報義務について要保護者の
従属性から導出できるとの見解を示している。日本社会保障法学会編『社会保障法』（法律文化社、


































                                                
147 なお、河野正輝・前掲注(144)70 頁参照。 
148 潮見佳男『不法行為法Ⅰ［第 2 版］』（信山社、2009 年）119 頁。熟度論は、鎌田薫によって
提唱された理論である。鎌田薫「不動産取引の再検討」『土地問題双書 19 号』（1983 年）、同「売
























とから、障害者総合支援法第 2 条第 1 項第 2 号は、情報請求権を規定している解すべきであ
る155。 
                                                
149 市町村広報紙での周知やパンフレットの配布、町内会での説明等が考えられる。 
150 判例タイムズ№751（1991 年）254 頁。 










政亮著作集第 1 巻』（大月書店、2007 年）338 頁。 


































                                                                                                                                                     
で述べた理由により、一般的な情報提供・広報義務及びその請求権性が認められると結論づけた。
つまり、行政手続法と障害者総合支援法を一般法、特別法の関係と解したわけである。 





いないが、憲法 25 条、13 条及び老人福祉法、児童福祉法、身体障害者福祉法の包括的理念規定
（老福 2 条、3 条、児福 1 条 1 項、2 項、心障基 3 条）の中に当然に含意されているものと解す
















り（生活保護法第 24 条第 1 項）、2014 年の改正で葬祭扶助のみ別個の様式を使用するに過


















                                                
158 当該申請書は、和歌山市独自のものではなく、全国的に概ね同一である。 









































別記様式第 1 号(第 5 条、第 17 条、第 20 条関係) 
 (宛先)和歌山市福祉事務所長(和歌山市保健所長)              □新規  □継続新規 










障 害 福 祉関
係 サ ー ビ ス 
障 害 支 援 区
分
の 認 定 
有・無 区分 1 2 3 4 5 6 
有 効
期 間 
年 月 日から  年 月 日まで 
利用中のサービスの種類と内容等     受給者番号              
□居宅介護 □重度訪問介護 □同行援護 □行動援護 □短期入所 □生活介護 
□就労継続支援 □就労移行支援 □共同生活援助 □計画相談支援 □その他 
介 護 保 険サ
ー ビ ス 

















訪 問 系 
・ 
そ の 他 









 □有   □無 
 
□重 度 訪 問 介 護 
□ 同 行 援 護 
□ 行 動 援 護 
□ 短 期 入 所 
□重 度 障 害 者 等 包 括 支 援 
日 中
活 動 系 
□ 療 養 介 護 □ 自 立 訓 練 ( 機 能 訓 練 ) 
□ 生 活 介 護 □ 自 立 訓 練 ( 生 活 訓 練 ) 
  □ 宿 泊 型 自 立 訓 練 
□ 就 労 移 行 支 援 
□ 就 労 移 行 支 援 ( 養 成 施 設 ) 
□就 労 継 続 支 援 A 型 
□就 労 継 続 支 援 B 型 
居 住 系 □施 設 入 所 支 援 □共同生活援助(グループホーム)※ 
地 域 相
談 支 援 
□地  域  移  行  支   援 
 
  


































                                                
160 山崎貴之ほか「知的障害者への情報提供に必要な配慮に関する調査研究」4 頁。 
当調査研究は、社会福祉法人北九州市手をつなぐ育成会北九州障害福祉研究センターの平成 22
年度の研究開発事業の成果である。 
http://www.kitaiku.com/kenkyu/pdf/file/file000022.pdf  accessed6 May.2014。 
Val Williams（2013）,opcit.p18. 


























                                                                                                                                                     
との結論を導いている。 
 また、杉野昭博は、「知的障害者と絵記号（ピクトグラム）―障害学の視点から―」『関西大学
社会学部紀要第 38 巻第 1 号』（2006 年）で、スウェーデンにおける知的障害者支援に絵記号が導
入されることによって、知的障害者の自己決定に寄与していることを紹介し、わが国への導入を
示唆している。 
163 Oxfordshire County Council のホームページから 
“Helping adults with learning disabilities access adult learning courses.” 
https://www.oxfordshire.gov.uk/cms/content/adult-learning-0  accessed6 May.2014 








We offer lots of exciting courses including: 
cookery 
crafts 
languages and communication 
photography 
sports, fitness and exercise 
drawing and painting 
















languages and communication 
photography 
sports, fitness an  exercise 
drawing and painting 





























                                                
165 障害者総合支援法第 5 条第 16 項によれば、指定一般相談支援事業者も指定特定相談支援事業
者も基本相談支援を含んでいる。同法同条第 17 項には、基本相談支援とは、「地域の障害者等の
福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの









34.pdf, accessed12 june2014. 

























行うものとされているが、基本相談支援は、個別給付化されていない（法第 5 条第 16 項、第








                                                
168 障害者総合支援法第 5 条第 17 項で基本相談支援を次のように定義している。基本相談支援と
は、「地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者又は障害者等
の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、併せてこれらの者と市町





















 主な改正点は、認定調査項目が、106 項目から 80 項目へと整理されるとともに、コンピュ






 認定調査項目については、障害程度区分と比べ、次の 6 項目が追加された。 
 ● 健康・栄養管理 
 ● 危険の認識 
 ● 読み書き 
 ● 感覚過敏・感覚鈍麻 




n/dl/sougoushien-06.pdf  accessed12 May.2014 
170 厚生労働省ホームぺージ「平成 25 年 11 月 11 日実施の都道府県等主管課長会議資料」より。 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryo
u/dl/20131112_01_03-05.pdf  accessed12 May2014. 
48 
 
 ● 集団への不適応 






















                                                
171 熊本県障害保健福祉ホームページから入手。 
平成 26 年 4 月付けの厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「障害者総合支援法における障害支
援区分 認定調査員マニュアル」4 頁、40～72 頁。 
http://cyber.pref.kumamoto.jp/syougaihofuku/img/Info1801_21 認定調査員マニュアル.pdf 
accessed 12 May2014. 
172 西田和弘「障害程度区分・支給決定手続と相談支援」社会保障法学会編『社会保障法』（法律
文化社、2010 年）23 頁～24 頁。なお、河野は、障害程度区分を審査・判定する調査項目が、「果
たして 3 障害の特性を判定できているかどうか検証が必要であろう」とされている。河野正輝・
江口隆裕編『レクチャー社会保障法』（法律文化社、2009 年）200 頁参照。 
173 佐藤久夫「障害者自立支援法案をめぐって」『月刊ノーマライゼーション 障害者の福祉 
2005 年 8 月号』。 
http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/prdl/jsrd/norma/n289/n289015.html accessed12 May2014. 

























                                                
175 河野正輝「障害者の地域生活をめぐる法的課題」荒木誠之・桑原洋子編著『社会保障法・福祉
と労働法の新展開』（信山社、2010 年）53 頁。同趣旨のものとして、東俊裕「障害者の権利条約
から見た日本障害法の構造的問題」『社会関係研究第 15 巻第 1 号』（2010 年）36 頁。なお、西田
は、障害程度区分を「障害者が自立し、社会参加するために必要とする支援の量の目安」といっ
た定義に変える必要性を主張されている。西田・前掲注(172)23 頁。 
176 見守り介護の必要性について、ピープルファースト東久留米・前掲注(134)123 頁～128 頁。
寺本晃久・末永弘・岡部耕典・岩橋誠治『良い支援・第 2 版』（生活書院、2012 年）258 頁～262
頁、266 頁～281 頁。岡部耕典「パーソナルアシスタンスの可能性を探る」『発達障害白書』（2011
年）124 頁～125 頁。 
177 この改善が障害特性を反映した結果となるかどうかは、今後の検証が必要である。 
178 熊本県障害保健福祉ホームページから入手。 
平成 26 年 4 月付けの厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「障害者総合支援法における障害支
援区分 認定調査員マニュアル」39 頁以下。 
http://cyber.pref.kumamoto.jp/syougaihofuku/img/Info1801_21 認定調査員マニュアル.pdf 











年後見制度や日常生活自立支援事業（社会福祉法第 2条第 3項第 12号）が規定されているが、




















                                                
179 精神障害者の意思決定支援も同様である。 























ア）SIS(Support Intensity Scale)について 
そこで、認定調査項目として参考になるのが、アメリカ知的・発達障害協会（American 
Associate on Intellectual and Developmental Disabilities。以下「AAIDD」とする。）が開
発した支援尺度（Support Intensity Scale。以下「SIS」とする。）である。 
 これは、2002 年に、AAIDD の前進であるアメリカ精神遅滞協会（American Associate on 
Mental Retardation）が開発したもので185、現在のスコアが完成したのは 2005 年である186。 
SIS は、サポートが必要な尺度（Supports Need Scale）、保護と権利擁護（Protection and 




支給決定する際の市町村の勘案事項とされており、障害者総合支援法施行規則第 22 条第 7 号は、
申請者のサービス利用に関する意向の具体的内容を、勘案事項として規定している。 
183 「総合福祉部会 第 5 回 H22.7.27 資料 2-3」論点 B-1-1 に関する中西委員発言。 
障害保健福祉研究情報システムより入手。 
http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/law/promotion/f5/f5s4.html, accessed 20May2014. 
184 厚生労働省「平成 17 年度知的障害児（者）基礎調査結果の概要」。 
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/titeki/  accessed 22May2014. 
185 James R. Thompson et al. (2002)：“Integrating Supports in Assessment and Planning”, 
Metal Retardation Vol.40No.5,p.396. 
http://citeseerx.ist.psu.edu/viewdoc/download?doi=10.1.1.201.1381&rep=rep1&type=pdf 
accessed 16May2014. 
186 AAIDD(2009),“Supports Intensity Scale  Supplemental Administration and Scoring 
Procedures”,p.9. 
http://www.mcss.gov.on.ca/documents/en/mcss/publications/developmental/ds_policy_directive
.pdf, accessed 16May2014. 
52 
 
Advocacy Activities）、および例外的な医療と行動支援ニーズ（Exceptional Medical and 
Behavioral Support Needs）という 3 つの領域からなる。さらに、それぞれの領域について
細分化し、サポートが必要な尺度（Supports Need Scale）では、6 つのパート、49 項目か
らなり、保護と権利擁護の活動（Protection and Advocacy Activities）は 8 項目、例外的な





















セクション１：サポートが必要な尺度（Supports Need Scale） 
パート A：家庭生活活動（Home Living Activities） 
トイレの使用（Using Toilet）、衣服の手入れ（Taking Care 
of Clothes）、食事の準備（Preparing Foods）、食事の摂取
（Eating Food）、家事と掃除（Housekeeping and Cleaning）、
衣服の着こなし（Dressing）、入浴や衛生管理や身だしなみ
（Bathing and Taking Care of Personal Hygiene and 
Grooming Needs）、家電製品の操作（Operating Home 
Appliances） 
 
Part B ：地域生活活動（Community Living Activities） 
地域での移動（Getting From Place to Place Throughout the 
                                                
187 I bid pp.9-36 
188 American Association on Mental Retardation（2003）,“Supports Intensity Scale  
Information”,pp.3-4,8 
http://www.pluk.org/Pubs/Fed/Supports_2003_589K.pdf#search='Supports+Inteusity+Scales+




“Developmental Disability Administration SIS Frequently Asked Question” 
http://search.yahoo.co.jp/search?p=Support+Intensity+Scale&tid=top_ga1_sa&ei=UTF-8&pst







































加やレジャー（Participation in Recreation/Leisure 
Activities in Community Settings）、公共サービスの利用
（Using Public Services）、友人や家庭への訪問（Going to 
Visit Friends and Family）、好きな地域活動への参加（教会、
ボランティア）（Participating in Preferred Community 
Activities (Church , Volunteer)）、商品やサービスの購入
（Shopping and Purchasing Goods and Services）、地域住民
との交流（Interacting With Community Members）、公共の
建物や設備へのアクセス（Accessing Public Buildings and 
Settings） 
 
Part C ：生涯学習活動（Lifelong Learning Activities） 
学習活動における他者との交流（Interacting With Others in 
Learning Activities）、訓練や教育の決定への参加
（Participating in Training/Educational Decision）、学習や
問題解決戦略の使用（Learning and Using Problem-Solving 




Academics(Reading Signs, Counting Change)）、健康や身体





Part D：就労活動（Employment Activities） 
就労の場へのアクセスや受領（Accessing /Receiving 
Job/Task Accommodation）、特定の就労スキルの学習や活用










































する任務の遂行（Completing Work-related Tasks With 
Acceptable Quality）、職場の変更（Changing Job 
Assignment）、雇用主への情報の要求や援助サービスの受領
（Seeking Information and Assistance From an 
Employer） 
 
Part E：健康と安全活動（Health and Safety Activities） 
服薬（Taking Medication）、健康や安全上の危険の回避
（Avoiding Health and Safety Hazards）、医療サービスの取
得（Obtaining Health-Care Services）、歩行と移動
（Ambulating and Moving About）、緊急時サービスへのアク
セス方法の学習（Learning How to Access Emergency 
Services）、栄養価の高い食事摂取の維持（Maintaining a 
Nutritious Diet）、身体的健康の維持や良好な体調の維持
（Maintaining Physical Health and Fitness）、情緒的幸福感
の維持（Maintaining Emotional Well-Being） 
 
Part F：社会活動（Social Activities） 
家庭の中でのおつきあい（Socialization Within the 
Household）、他者とともにするレクレーションやレジャー活
動への参加（Participating in recreation/Leisure Activities 
With Others）、家庭外でのおつきあい（Socializing Outside 
the Household）、友人を作りつきあうこと（Making and 
Keeping Friend）、個人のニーズの他者への伝達
（Communicating With Others About Personal Needs）、適
切な社会的スキルの使用（Using Appropriate Social Skills）、
愛し合ったり・親密な関係の構築（Engaging in Loving and 
Intimate Relationship）、ボランティア活動のへの従事
（Engaging in Volunteer Work） 
 
セクション２：保護と権利擁護（Protection and Advocacy 
Activities） 
自分自身のための権利擁護（Advocating for Self）、金銭と自
分の財産管理（Managing Money and Personal Finances）、











（Belonging To and Participating In Self-Advocacy 
/Support Organization）、法的サービスの獲得（Obtaining 
Legal Services）、選択と決定（Making Choices and 




と SIS の「パート A：家庭生活活動」はほぼ同様の項目となっている。大きく異なっている
のは、SIS では「パート B：地域生活活動」以下で参加といったニーズを中心に据えた項目
を配備していることである。上述したように、社会参加が障害者の権利条約で障害者にとっ
ての最もベーシックな権利とされていることからすれば、少なくとも、SIS の「Part B ：地













                                                
189 認定調査項目に環境についての項目がないことは、多くの論者が指摘しているところである。
例えば、河野・前掲注(175)53 頁、西田・前掲注(172)24 頁、又村あおい「何が変わり、何が変わ
らなかったのか」『発達障害白書 2014 年版』（明石書店、2013 年）13 頁。 
190 平成 26 年 4 月 1 日付け「介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」57
頁。 
http://cyber.pref.kumamoto.jp/syougaihofuku/img/Info1911_21140425%20 事務処理要領（26 年
4 月版）.pdf, accessed 23May2014.. 
191 SIS を導入しているアメリカ合衆国・コロラド州では、サポーテッド・リビングサービス（SLS）
あるいは発達障害（Developmental Disabilities）者のコミュニティ・ホームサービスに参加する
ために SIS アセスメントを活用している。 




ところで、SISは、次のように 3つの評価基準を設け、その基準ごとに 5段階評価を行う192。 
表３ 
支援のタイプ 











(partial physical assistance) 
4=全介助 
(full physical assistance) 
 
0=不要又は一月未満 
(none or less than monthly) 
1=１月に 1 回以上、週に 1 回
未満 
(at least once a month, but 
not once a week) 
2=週に 1 回以上、1 日に 1 回未
満（週に 6 日が限度） 
(at least once a month, but 
not once a week(up to 6 days 
a week)) 
3=1 日に 1 回以上、1 時間に 1
回未満（週に 7 日以上） 
(at least once a day but not 




(hourly or more frequently 
(24 hours a day)) 
0=0 時間 
1=30 分未満 
(less than 30 minutes) 
2=30 分以上 2 時間未満 
(30 minutes to less than 2 
hours) 
3=2 時間以上 4 時間未満 
(2 hours to less than 4 hours) 
4=4 時間以上 
(4 hours or more) 
  




衆国は、23 の州が SIS を採用している。また、カナダでは、アルバータ州、オンタリオ州が活用
している。国際的にみれば、17 か国が採用に至っている。 
http://www.mass.gov/eohhs/consumer/disability-services/services-by-type/intellectual-disabili
ty/supports-intensity-scale-sis.', accessed 9May2015. 
















 また、わが国では、上で見たように生活機能や生活動作、認知機能に関しては SIS で言え
ば支援のタイプ（Type of Support）を尺度として用い、頻度（Frequency）や一日当たりの
時間（Dalily Support Time）については、支援区分認定後の支給量の問題として考慮される。






 SIS 活用事例として、SIS 利用者の手引き（Supports Intensity Scale User’s Manual）に
記載されているケースを紹介しよう193。 
【基本情報】 
ダーリン・シモンズ（Darlene Simmons）は、35 歳で、支援付アパート（supported-living 






                                                


















SIS 利用者の手引き（Supports Intensity Scale User ’s Manual）には、シモンズ（Simmons）
に関するすべてのスコアが記載されているが、ここでは、次の【必要なサポート】に関連す
る項目のみ紹介する。 
●セクション１：サポートが必要な尺度（Section 1. Support Needs Scale） 
Part A:家庭生活活動（HomeLiving Activities） 
 ・トイレの使用（Using the toillet）＝0 
 ・衣服の手入れ（洗濯を含む）（Taking Care of Clothes(includes laundering)）＝7 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝3 
 ・食事の準備（Preparing Foods）＝7 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝3 
 ・食事の摂取（Eating Food）=0 
・家事と掃除（Housekeeping and Cleaning）＝7 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝3 
・衣服の着こなし（Dressing）＝0 
・入浴や衛生管理や身だしなみ（Bathing and Taking Care of Personal Hygiene and Grooming 
Needs）＝0 
・家電製品の操作（Operating Home Appliances）＝5 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝2 
Part E: 健康と安全活動（Health and Safety Activities） 
 ・服薬：（Taking Medication）＝0 
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 ・健康や安全上の危険の回避 Avoiding Health and Safety Hazards＝3 
頻度（Frequency）＝1、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・医療サービスの取得 Obtaining Health-Care Services＝3 
頻度（Frequency）＝1、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・歩行と移動（Ambulating and Moving About）＝0 
・緊急時サービスへのアクセス方法の学習（Learning How to Access Emergency Services）
=0 
・栄養価の高い食事摂取の維持（Maintaining a Nutritious Diet）＝0 
・身体的健康の維持や良好な体調の維持（Maintaining Physical Health and Fitness）＝0 
・情緒的幸福感の維持（Maintaining Emotional Well-Being）＝0 
Part F：社会活動（Social Activities） 
・家庭の中でのおつきあい（Socialization Within the Household）＝0 
・他者とともにするレクレーションやレジャー活動への参加（ Participating in 
recreation/Leisure Activities With Others）＝5 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・家庭外でのおつきあい（Socializing Outside the Household）＝5 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・友人を作りつきあうこと（Making and Keeping Friend）＝2 
頻度（Frequency）＝0、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・個人のニーズの他者への伝達（Communicating With Others About Personal Needs）＝6 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝2 
・適切な社会的スキルの使用（Using Appropriate Social Skills）＝3 
頻度（Frequency）＝1、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・愛し合ったり・親密な関係の構築（Engaging in Loving and Intimate Relationship）＝3 
頻度（Frequency）＝1、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
・ボランティア活動のへの従事（Engaging in Volunteer Work）=3 
頻度（Frequency）＝1、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
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支援のタイプ（Type of Support）＝1 
●セクション２：保護と権利擁護（Supplemental Protection and Advocacy Activities） 
保護と権利擁護（Protection and Advocacy Activities） 
・自分自身のための権利擁護（Advocating for Self）＝6 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝2 
 ・金銭と自分の財産管理（Managing Money and Personal Finances）＝6 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝2 
・搾取からの自己の保護（Protecting Self From Exploitation）＝6 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝2 
 ・法的責任の行使（Exercising Legal Responsibilities）＝3 
頻度（Frequency）＝1、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
 ・自分自身のための権利擁護あるいは支援団体への所属や参加（Belonging To and 
Participating In Self-Advocacy /Support Organization）＝5 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝2、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
 ・法的サービスの獲得（Obtaining Legal Services）＝3 
頻度（Frequency）＝0、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝2 
 ・選択と決定（Making Choices and Decision）＝4 
頻度（Frequency）＝2、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
 ・他人の権利擁護（Advocating for Others）=2 
頻度（Frequency）＝0、一日当たりの時間（Daily Support Time）＝1、 
支援のタイプ（Type of Support）＝1 
【必要なサポート】 
シモンズ（Simmons）のSISスコアの結果、自分自身のための権利擁護サポート、金銭管
理、個人の財政上状況、搾取からの保護が必要であること、Home Living Activities subscale
の複数の項目、特に調理の準備（preparing food）、洗濯（laundering clothes）、家事

















 わが国の調査項目は、SIS の支援のタイプ（Type of Support）に相当するので、これを参
考に、わが国の認定調査項目にあてはめ点数化すれば、次のようになる。なお、SIS の項目
の中で、わが国の調査項目にないものは点数化していない。 
[起居動作]＝0 点、[生活機能Ⅰ]＝0 点 
[生活機能Ⅱ]＝5.8 点 
●移動：見守り等の支援＝5.8 点 


























内部アドボカシーに関して、障害者総合支援法は第 42 条第 1 項で、指定障害福祉サービス
事業者及び指定障害者支援施設等の設置者に対して「障害者等の意思決定支援に配慮する」
ことを努力義務と規定し、また、同法 51 条の 22 第 1 項では、指定一般相談支援事業者及び
指定特定相談支援事業者に対して同様の規定を置いている。しかし、れらの規定を受けて、
厚生労働省令等では、明確な定めはなされていない195。ただ、地域生活支援事業の市町村必




















195 障害者総合支援法施行規則第 1 条の 3 に、居宅介護や重度訪問介護において、「生活等に関す
る相談及び助言」を規定している点にその萌芽が見られる。 
196 平成 26 年 3 月 31 日付け障発 0801002 号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「地



















障害者総合支援法では、給付費別に申請し（法第 20 条第 1 項、第 51 条の 6 第 1 項、法施
行規則第 7 条第 1 項第 6 号、第 34 条の 31 第 1 項第 3 号）、介護給付費198、訓練給付費、地
域相談支援給付費については認定調査が行われ（法第 20 条第 2 項、第 51 の 6 第 2 項）、介
護給付等については、市町村審査会の障害支援区分の審査、判定を経て、障害支援区分が認
定された後199に、支給決定の決定がなされ、訓練給付費等については（共同生活援助の介護
を伴うものを除く）、支援区分認定を経ずに支給決定の決定が行われる（法第 22 条第 1 項、
第 51 条の 7 第 1 項200、法施行規則 12 条、第 34 条の 32201）。その際、市町村は、障害支援
区分、申請者のサービス利用に関する意向、申請者の置かれている環境等と併せて、特定相
談支援事業者が作成したサービス等利用計画案を勘案することとされている（法第 22 条第 4
項、第 5 項、第 7 項、第 51 条の 7 第 4 項、第 5 項、第 7 項）。特定相談支援事業者は、その
後に、サービス等利用計画案を正式な利用計画とする。 
                                                                                                                                                     
障害支援区分認定は必要ないとされている。平成 26 年 4 月 1 日付け「介護給付費等に係る支給
決定事務等について（事務処理要領）」10 頁。 
http://cyber.pref.kumamoto.jp/syougaihofuku/img/Info1911_21140425%20 事務処理要領（26 年
4 月版）.pdf, accessed 23May2014. 
198 同行援護の身体介護を伴わない場合は、同行援護アセスメント調査のみで、認定調査及び障害
支援区分の認定は除かれる。平成 26 年 4 月 1 日付け「介護給付費等に係る支給決定事務等につ
いて（事務処理要領）」14 頁。 
http://cyber.pref.kumamoto.jp/syougaihofuku/img/Info1911_21140425%20 事務処理要領（26 年
4 月版）.pdf, accessed 23May2014. 
199 ただし地域相談支援給付費については、障害支援区分の認定は行われない。平成 26 年 4 月 1
日付け「介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」11 頁。 
http://cyber.pref.kumamoto.jp/syougaihofuku/img/Info1911_21140425%20 事務処理要領（26 年





















れている（法第 22 条第 1 項、第 4 項、第 5 項、第 6 項、第 7 項）。 
 これは、支給の要否決定、支給量の決定について大幅に市町村の裁量を認めたものとなっ
ている。勘案事項については、法施行規則第 12 条に次のように規定されている203。 
 ○ 障害者等の障害支援区分又は障害の種類及びその程度その他の心身の状況 
 ○ 当該申請に係る障害者等の介護を行う者の状況 
 ○ 当該申請に係る障害者が現に介護保険法の規定による保険給付に係る居宅サービスを 
利用している場合には、その利用の状況 
 ○ 当該申請に係る障害者等に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用状況 
 ○ 当該申請に係る障害者等の障害福祉サービスの利用に関する意向の具体的内容 















 ○ 当該申請に係る障害者等の置かれている環境 
































前掲注(199)60 頁～61 頁。 






















量の決定で国庫負担基準を超えた市町村は、47 市町村のうち、平成 21 年度は 3 自治体、平
成 22年度は 2自治体、平成 23年度は 3自治体、平成 24年度は 5自治体であるに過ぎない211。
確かに、当該補助金によって市町村の財政的負担は軽くなるが、上限額設定による補助の制
限及び市町村の一般財源の負担もあることから、当該補助金の申請団体が極端に少ないこと
                                                                                                                                                     
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課／地域生活支援推進室／障害児・発達障害者
支援室作成の同会議資料 80 頁参照。 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryo
u/dl/20140307_01_04.pdf, accessed 23May2014. 
207 山口春子「障害者自立支援法における障害福祉サービス支給決定基準」『東京成徳大学人文学
部研究紀要第 14 号』（2007 年）31 頁。 
208 熊本市障がい保健福祉課「熊本市 障害者（児）の福祉サービスの等に関する支給基準 平成
26 年 4 月 1 日改訂」60 頁～71 頁。 






平成 24 年 2 月 20 日開催の障害保健福祉主管課長会議障害福祉課／地域移行・障害児支援室資
料 13 頁。 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryo



























ニア州のランターマン発達障害サービス法（Lanterman Developmental Disabilities 
Services Act. 以下「ランターマン法」とする） 215である。岡部耕典の著書を参考に概略を
                                                
212 小澤温「支給決定と相談支援―障害者自立支援法の改正と障害者総合支援法に向けての課題―」
『発達障害研究第 34 巻第 3 号』（2012 年）241 頁～242 頁。 





カ・カリフォルニア州で 1969 年に成立したもので、カリフォルニア州福祉法（California Welfare 
and Institution Code）の第 4500 条から第 4905 条までによって構成され、Frank D.Lanterman 
州上院議員の提案によって成立したことからランターマン法と呼ばれている。岡部耕典『ポスト
障害者自立支援法の福祉政策 生活の自立とケアの自律を求めて』（明石書店、2010 年）84 頁、









❸個人プラン（Individual Program Plan. 以下「IPP」とする）作成チームによる IPP ミ
ーティングと IPP の作成 
 利用者資格が認められれば、IPP 作成チームが組織される。 
IPP 作成チームの構成メンバーは、利用者、成年後見人、利用者が希望する者、利用者
の生活に精通している第三者、サービス・コーディネーター等の RC 職員である218。 
これらのメンバーにより、IPP ミーティングが開催され、IPP チームの構成員の合議に















                                                
216 注 215 岡部耕典前掲書 90 頁～100 頁。 
217 RC とは公設・民営方式の福祉事務所である。 
218 カリフォルニア州発達障害局（（DDS：the California Department of Developmental 
Services ）監修の利用者を対象とする標準的な解説書“Rights Under the Lanterman Act : 
Regional Center Services for People with Developmental Disabilities”の 2012 年版の第 4 章 6
頁～7 頁。 
http://www.disabilityrightsca.org/pubs/506301.pdf#search='Rights+Under+The+Lanterman+
Act', accessed 25 May2014. 
219 本人中心支援計画の例として、北野誠一「カリフォルニア州の障害者支援計画の展開」茨木尚
子・大熊由紀子・尾上浩二・北野誠一・竹端寛編著『障害者総合福祉サービス法の展望』（ミネル




























現に、ランターマン法では、RC はカリフォルニア州発達障害局（ the California 




                                                
220 岡部・前掲注(202)17 頁～20 頁。 
茨木尚子・尾上浩二「支給決定の仕組み」茨木尚子・大熊由紀子・尾上浩二・北野誠一・竹端寛
編著・前掲注(219)286 頁～292 頁。 





























                                                
223 河野・前掲注(175)56 頁。岡部・前掲注(202)18 頁。 
224 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaiho 
kenfukushibu/0000076976.pdf , accessed 12 Apr.2015. 
225 https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/ 
proceedings/material/zaiseia261027/01.pdf#search, accessed 12 Apr.2015. 
226 http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001y1j0-att/2r9852000001y1ov.pdf, accessed 
27 May2014. 
227 財務省の統計一覧から筆者が産出。
https://www.mof.go.jp/budget/reference/statistics/data.htm, accessed 12 Apr.2015. 
228 平成 26 年 4 月 28 日開催の「第 100 回社会保障審議会介護給付費分科会資料」より「資料 2 
介護保険を取り巻く状況」所収。 
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-SeisakutoukatsukanSanjikanshitsu_Shak
aihoshoutantou/0000044899.pdf , accessed 27 May2014. 
229 http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_ 


































 前にも述べたように、障害者総合支援法第 1 条の 2 は、障害者基本法第 2 条第 2 号と同様
の社会的障壁に関する規定を置いている。障害者基本法の改正時に、社会的障壁について定
                                                
230 西田・前掲注(172)29 頁。 
231 河野・前掲注(175)51 頁。 












なかった第 1 条の 2 を新たに設けた趣旨を没却してしまうことになる。また、第 4 条第 4 項
は、上位の規範たる理念規定に矛盾することがないよう解釈すべきだからである。 
 さらに、障害者総合支援法第 4 条第 4 項により委任されている「障害支援区分に係る市町





同様の解釈技法を用いた最高裁平成 14 年 1 月 31 日判決は参考となろう235。 
事案は、婚姻によらないで懐胎した児童の父により認知がなされたことによって児童扶養
手当の受給資格喪失の通知を発出した県知事に対し、当該処分の取り消しを求めたものであ








                                                
233 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付障害施策担当者による説明。「霞が関だより」（働く



























容、❸個別的受容」があるとされている237。日本では、憲法第 98 条第 2 項の国際法遵守義
務の規定により、批准・加入した条約は公布をもって、それ以上の特段の国内的措置をとる
ことなくそのまま国内法的効力をもつということが政府の立場であり、学説、判例でも広く
認められている238。わが国においては、障害者の権利条約は、2014 年 1 月 20 日に批准書を
国連に寄託した結果、2014 年 2 月 19 日から国内法的効力が生じている。また、国内法秩序
による条約の序列は、憲法第 98 条第 2 項により、少なくとも法律に優位するというのが、政
府見解、判例、通説の立場である239。 
                                                
236 西田・前掲注(172)27 頁。 
237 申・前掲注(115)55 頁。 
238 申・前掲注(115)55 頁。 







































権利条約第 19 条の規定は、障害者総合支援法第 1 条の 2 の規定を媒介として、解釈基準とし
て、つまり裁量権の逸脱、濫用の判断基準として機能するのであるから、「介護者の有無と介
                                                                                                                                                     
説、❸条約に規定されている内容は、国家と個々の国民を規律する一定の客観法が引き出される
とする客観法発生説。同書 38 頁～44 頁。 
240 申・前掲注(115)161 頁～165 頁。 
241 本論文の立場は、前掲注(239)で示した棟居の整理に従えば、法的権利発生説に近い立場を採
ることとなる。 
 なお、川島聡は、障害者の権利条約第 4 条第 2 項が社会権の漸進的達成を規定しつつも、社会
権には即時実施義務に服する部分もある旨を定めているとし、差別禁止が即実施義務に服するこ
とは従来広く認められているとしている。川島聡「人権条約における国家の義務―障害者の権利
条約を手がかりに―」日本社会保障法学会編『社会保障法第 25 号』（法律文化社、2010 年）91
頁～92 頁。 































                                                
243 障害者総合支援法第 1 条の 2 に障害者の権利条約第 19 条の内容と同様の条項が設けられたこ
とから、障害者総合支援法第 1 条の 2 が同法の解釈基準となるとすれば、あえて障害者の権利条
約を持ち出すまでもないともいえるかもしれない。しかし、障害者総合支援法第 1 条の 2 は、社
会参加の機会の確保やどこで誰と生活するかについての選択の確保について、「可能な限り」とし
ており、この点は、障害者の権利条約第 19 条に抵触すると考えられる。障害者総合支援法第 1
条の 2 を同法の解釈基準として用いるとしても、上位規範である障害者の権利条約第 19 条を持ち
出す余地があるのである。 
244 新藤こずえ『知的障害者と自立』（生活書院、2013 年）42 頁 























                                                








福祉、1999 年 220 号）参照。 
 また、本稿でのライフコースは、非障害者が親元から離れ、地域で自立した生活をおくる成人
期としている。 


















障害者総合支援法上、地域への移行を支援する規定は、法第 5 条第 18 項の個別給付として
の相談支援における地域移行支援の利用が可能である。法第 5 条第 18 項は、障害者支援施設
に入所している障害者が地域における生活に移行するための活動に関する相談を規定し、障






則第 6 条の 11 の 2）。 
地域移行については、指定一般相談事業者によって給付されることとなる。 













                                                                                                                                                     
行・他者の訪問・冠婚葬祭等）・・・」「障がい者制度改革推進会議第 3 回 資料 1-1」43 頁。 




































                                                
249 平成 26 年 3 月 31 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「地域生活支援事業
の実施について 別紙１ 地域生活支援事業実施要綱」7 頁。 





























の展望と課題」『社会問題研究第 43 巻第 2 号』（1994 年）176 頁。 
251 在宅の知的障害者では、同居者ありが 94.7％であり、夫婦で暮らしているものは 2.3％ 
に過ぎず、大半が親や兄弟と暮らしている。内閣府『平成 25 年度版 障害者白書』10 頁。 
252 例えば、前掲注(133)の愛知県障害者基礎調査によれば、「将来の不安や、その他困っているこ
と」というアンケート項目に対する回答として、親亡き後の不安について多く寄せられている。
162 頁～163 頁。 
253 脳性まひ者の親子関係について、横塚晃一は、一定の年齢になれば子は親を乗り越えていくが、
脳性まひ者は親によって庇護の対象とされ、従属化されている。したがって、親からの独立が先
決であると主張している。横塚晃一『母よ！殺すな』（生活書院、2007 年）25 頁～26 頁、なお、







るような、指定地域相談支援の運営基準 21 条 2 項に規定される週 1 回以上の対面による支援
といった基準を定めるのではなく、相談事業者と利用者とが十分話し合い、利用者の個別の
ニーズに沿った支援とすべきであろう。 



















スキルサービス（independent living skill）（以下「ILS」という）である。 
この制度はコミュニティで自立した生活をするためにスキルを学ぶためのものであり256―
                                                


























［トレーニングの期間］通常 1 ヶ月に 8～24 時間で約 6 ヶ月の期間。現段階の自立生活の水














                                                                                                                                                     
ゼーション障害者の福祉 220 号』（1999 年）障害福祉研究情報誌システムより入手 2 頁。
http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/prdl/jsrd/norma/n220/n220_07-01.html accessed13.. Apri 
2014. 




















めるかについては、費用の額の算定基準ではなく法第 5 条第 12 項が委任する法施行規則第 6





障害者総合支援法第 5 条第 18 項は、地域移行支援の対象者を厚生労働省令に委任し、委任






ら地域で暮らすことを保障する旨を規定し、第 1 条の 2 では、障害者等が身近な場所で生活
することを保障するとともにどこで誰と暮らすかについての選択権を保障している。さらに、
障害者権利条約第 19 条(a)項は、どこで誰と住むかの選択権と特定の生活様式を義務づけら
























































 サービスとして該当するのは、居宅介護である（法第 5 条 2 項、法施行規則第 1 条の 3）。
法施行規則第 1 条の 3 には、サービス内容として「入浴、排泄及び食事等の介護、調理、洗
濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他生活全般にわたる援助」と規
定されている。そして、家事援助が中心である居宅介護の単価は、30 分未満と 30 分以上と
に分かれ、30 分以上は 15 分単位で単価が設定されている。そして、家事援助以外の居宅介




























































 ここでは、知的障害の支援の程度について、平成 26 年 1 月 23 日付け厚生労働省令第 5 号
「障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」の別表第一




264 寺本晃久・末永弘・岡部耕典・岩橋誠治『良い支援？第 2 版』（生活書院、2012 年）29 頁。 
265 寺本晃久・末永弘・岡部耕典・岩橋誠治・前掲注（264）28 頁～38 頁。 








 ●起居動作＝0 点 
 ●生活機能Ⅰ：食事のみ「部分的支援が必要」＝14.4 点 
   ［項目］じょくそう（0 点）、嚥下（0 点）、食事（14.4 点）、排尿（0 点）、排便（0 点） 
 ●生活機能Ⅱ：移乗以外の項目は、「部分的支援が必要」又は「見守り支援が必要」＝35.0
点 
   ［項目］移乗（0 点）、移動（5.8 点）、入浴（6.1 点）、口腔清潔（6.9 点）、衣服の着脱
（6.9 点）、健康・栄養管理（9.3 点） 
 ●視角機能＝0 点 
 ●応用日常生活動作：すべての項目に「部分的支援が必要」＝37.9 点 




   ［項目］薬の管理（3.3 点）、金銭の管理（9.5 点）、電話の利用（2.6 点）、日常の意思
決定（9.1 点）、読み書き（4.1 点）、危険の認識（4.1 点）、コミュニケーション
（4.1 点）、説明の理解（15.3 点） 
 ●行動上の障害（Ａ群）：大声・奇声を出すが「希に支援が必要」、感情が不安定、外出し
て戻れないが「月に 1 回以上の支援が必要」、あとは「支援が不要」＝9.6 点 
   ［項目］被害的・拒否的（0 点）、作話（0 点）、感情が不安定（2.6 点）、昼夜逆転（0
点）、暴行暴言（0 点）、同じ話をする（0 点）、大声・奇声を出す（2.7 点）、支
援の拒否（0 点）、徘徊（0 点）、落ち着きがない（0 点）、外出して戻れない（4.3
点）、1 人で出たがる（0 点）、収集癖（0 点）、物や衣服を壊す（0 点）、不潔行
為（0 点）、異食行動（0 点）、ひどい物忘れ（0 点）、集団への不適応（0 点） 
                                                
267 障害者総合支援法上の就労継続支援には、A 型と B 型の二種類がある。就労継続支援 A 型と
は、「通常の事業所に雇用されることが困難であって雇用契約に基づく就労が可能である者に対し
て行う雇用契約の締結等よる就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供その他の就労に必要な




の 10 第 2 号）である。なお、本稿における点数は、筆者が勤務する社会福祉法人の就労継続支援




 ●行動上の障害（Ｂ群）：こだわり、不安定な行動、不適切な行為が「月に 1 回以上の支援
が必要」、あとは「支援が不要」＝11.6 点 
   ［項目］こだわり（2.6 点）、移動・行動停止（3.5 点）、不安定な行動（3.5 点）、自ら 
を傷つける行為（0 点）、他人を傷つける行為（0 点）、不適切な行為（5.5 点）、 
突発的な行為（0 点）、過食・はんすう等（0 点）、多飲水・過飲水（0 点）、反 
復的行動（0 点）、感覚過敏・感覚鈍麻（0 点） 
 ●行動上の障害（Ｃ群）：話がまとまらないが「月に 1 回以上の支援が必要」、あとは「支
援が不要」＝13.4 点 
   ［項目］そう鬱状態（0 点）、対人面の不安緊張（0 点）、意欲が乏しい（0 点）、話が 

















                                                
268「障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」（平成 26 年 1
月 23 日 厚生労働省令第 5 号）。 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H26/H26F19001000005.html, accessed21June2014. 































                                                
272 ピープルファースト東久留米・前掲注(134)100 頁。 
273 平成 19 年 2 月 16 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡「重度
訪問介護等の適正な支給決定について」
http://www.miyagi-sfk.net/welfare-info/node_1422/node_3427 , accessed13June2015. 
274 寄り添う支援の必要性については、ピープルファースト東久留米・前掲注(134)41 頁参照。知
的障害者の長時間見守り型介護の必要性については、岡部耕典「自立生活」松井亮輔・川島聡編
『概説 障害者権利条約』（法律文化社、2010 年）102～103 頁、岡部耕典「重度訪問介護の対象
者拡大に向けた実践と課題」『発達障害白書 2014 年版』（2013 年）122 頁。知的障害当事者の声
として、平成 22 年 2 月 15 日に開催された「第 3 回障害者制度改革推進会議」において北海道ピ
ープルファーストの土本委員は、「大切なの「みまもり支援」「こえかけ支援」です。」と発言して
いる。「障がい者制度改革推進会議第 3 回 資料 1-1」26 頁。 
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/kaikaku/s_kaigi/k_3/pdf/s1.pdf,accessed 8Apr.2014. 
275 平成 18 年厚生労働省告示第 543 号厚生労働大臣が定める基準四 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sougoushie
n/dl/seire_taishou_h26-143.pdf, accessed29June2014. 






















                                                                                                                                                     















































































































コミュニケーション 1 点、説明の理解 1 点、大声・奇声を出す 0 点、異食行動 0 点、
多動・行動停止 0 点、不安定な行動 0 点、自ら傷つける 0 点、他人を傷つける 0 点、不
適切な行為 0 点、突発的な行動 0 点、過食・反すう等 0 点、てんかん 0 点 



































                                                
277 寺本晃久・末永弘・岡部耕典・岩橋誠治・前掲注(264)37 頁～38 頁。 
278 石渡和実「ケアマネジメント実践における知的障害当事者の役割」『発達障害研究第 24 巻第 1
号』（2002 年）10 頁。 
279 平成 26 年厚生労働省告示第 143 号である「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害
保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係告
示の整備等に関する告示」により「厚生労働大臣が定める基準（平成 18 年厚生労働省告示第 543
































                                                
280 平成 25 年 5 月 25 日付けで地域生活支援事業実施要綱が改正され、「移動支援事業」ほか 9 事
業が市町村の必須事業と規定された。「地域生活支援事業新旧対照表」参照。 
http://www.pref.miyazaki.lg.jp/parts/000203148.pdf, accessed5July2014. 
281 「地域生活支援事業新旧対照表」18 頁。 
http://www.pref.miyazaki.lg.jp/parts/000203149.pdf, accessed5July2014. 
http://www.pref.miyazaki.lg.jp/parts/000203148.pdf, accessed5July2014. 
282 前掲注(269)28 頁～29 頁。 





対する移動支援」とするのみで、具体的な例を示さず、支給量は、1 日 8 時間、1 月に 24 時
間までとしている285。 

























                                                

































                                                
286 「伊勢原市地域生活支援事業実施要綱」第 49 条第 1 項第 2 号では、「日常生活上不可欠な外
出」の支給量をサービス利用計画に基づく必要な時間数としており、ニーズに応じた支給量とな
っている点で先進的であると評価できよう。ただし、「余暇活動等社会参加のための外出」と併せ








287 例えば、大曽根寛「生活支援と職業支援」社会保障法学会編『社会保障法第 25 号』（法律文
化社、2010 年）43 頁。 
















  SLS とは、知的／発達障害者が、親元や入所施設ではなく集合住宅や自分自身の家で自立
した生活をおくるための支援制度である。 




ランターマン法に基づき制定されたカリフォルニア州規則（California Code of 









店、2010 年）52 頁～63 頁。 
290 河野正輝・前掲注(101)44 頁～51 頁。同前掲注(102)13 頁～15 頁。 
291 ファミリーホームとは、家族が知的／発達障害者を受け入れ共に生活する場をいうとされてい
る。定藤丈弘、北野誠一監修『アメリカ発達障害者権利擁護法―「ランターマン法」の理論と実
践』（明石書店、2002 年）174 頁～175 頁 
292 カリフォルニア州規則 Title 17 第 54302 条(a)項第 71 号(A)では、「カリフォルニア規則 Title 
17 第 58601 条(a)項第 3 号に定義されている自分自身の家での生活」と規定されており、カリフ
ォルニア規則 Title 17 第 58601 条(a)項第 3 号では、「SLS を受給している利用者の家は、親や後
見人と同居ではなく、地域ケア施設や医療施設やファミリーホームに居住するのでもなく、住居
を所有し賃借して地域で暮らす標準的な戸建て住宅や集合住宅を意味する」としていることから、






❷受給資格（California Code of Regulations, Title 17 , Division 2 , cap.3 § 58613） 
ⅰ）18 歳以上の知的／発達障害者（カリフォルニア州規則第 58613 条(a)項第 1 号） 
ⅱ）利用者が直接若しくは支援者（advocates）を通じて、 
 (A)IPP を作成するプロセスにおいて提案された選択肢に属する SLS を利用し、 
 (B)利用者の親若しくは後見人の居住場所ではない家に居住する 
 ということを表明すること（カリフォルニア州規則第 58613 条(a)項第 2 号）。 

























                                                
293 SLS の定義を規定しているカリフォルニア州規則 Title 17 第 54302 条(a)項第 71 号(C)。 
294 パーソナルアテンダントは、カリフォルニア州法タイトル 8 の 11150 条（California Code of 



















 カリフォルニアにおけるランターマン法制化で実施されている SLS は、パーソナルアテン
ダントが知的／発達障害者に寄り添い、見守りや介助を時間や支援の程度に関係することな
く、当該利用者の状況に応じて包括的かつ柔軟な支援を実施することができる点で、知的障
害者のニーズに合致している制度といえるだろう。平成 22 年 2 月 15 日に開催された第 3 回
障害者制度改革推進会議で、知的障害当事者である土本委員の「地域でくらすための、ばら
ばらでない、いっかつした支援」が必要であるとの意見にもみられるとおりである296。また、




                                                                                                                                                     
り、食事や衣服の着脱の世話をする、若しくは高齢により身体的障害や精神障害が生じた者が必
要としている家庭若しくは第三セクターによって雇用された者を意味すると定義されている。 
295 岡部耕典・前掲注(289)56 頁～57 頁。 
296 「障がい者制度改革推進会議第 3 回 資料 1-1」26 頁。 
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/kaikaku/s_kaigi/k_3/pdf/s1.pdf,accessed 8Apr.2014 











































301 寺本晃久・末永弘・岡部耕典・岩橋誠治・前掲注(264)268 頁～269 頁。 
302 State of California(2002), Gray Davis, Governor, ‘Personal Assistance Service’ 
http://www.dds.ca.gov/Publications/docs/PASGuide.pdf, accessed13July2014. 
303 岡部耕典『障害者自立支援法とケアの自律 パーソナルアシスタンスとダイレクトペイメント』















カリフォルニア州では、1998 年に、DDS（発達障害局）が、5 つの RC で SDS のパイロ





SDS を受給するには、まず、パーソンセンタード・プランニング309の手法による IPP が作
                                                
304 岡部耕典・前掲注(303)104 頁。 
305 岡部耕典・前掲注(303)106 頁。 







定権と給付決定の公正性」『障害学研究第 9 号』（2013 年）110 頁～119 頁。 
307 岡部耕典・前掲注(289)61 頁。 
308 カリフォルニア州発達障害局（DDS：the California Department of Developmental Services ）
監修の利用者を対象とする標準的な解説書“Rights Under the Lanterman Act : Regional Center 




309 1992 年のランターマン法の改正で、IPP は、PC-IPP（Person-Centered IPP）、つまり本人
中心の IPP とされた。 
 カリフォルニア州発達障害局（DDS：the California Department of Developmental Services ）
監修の利用者を対象とする標準的な解説書“Rights Under the Lanterman Act : Regional Center 







4685.7 条(b)項(8)号）。利用者は、年間の SDS の購入費用として適切な額を個別予算として
計上する（法第 4685.7 条(e)項(2)号）。そして、個別予算（Individual Budget）は、「(A)利
用者自身の過去 2 年間のサービス費用の平均の 90％、(B)年齢、居住形態、障害や能力のタ
イプ、スキル、地域移行中か否かという観点から、SDS を利用していない同等の特徴を有し
ている者の過去 2 年間の費用実績の平均の 90％」のいずれかに決定される（法第 4685.7 条
(e)項(1)号(A)及び(B)）。 
サービス内容は、地域生活支援（Community Living Support）や支援付雇用及び就労以前
のサービス（Supported employment and prevocational services）、コミュニケーションサ
ポート、移動（Transportation）など 24 種のサービスが規定されており（法 4685.7 条(b)項
(6)号）、同条（e）項(3)号では、個別予算（Individual Budget）の費目として、地域生活
（Community Living）、健康及び保健臨床サービス（Health and Clinical Services）、雇用
（Employment）、訓練及び教育（Training and Education）、環境及び医療的支援








トブローカー（Support Broker）という 2 つの装置が用意されている。 
金銭管理サービス（Financial Management Services）とは、個別予算（Individual Budget）
の資金管理の援助を行うことを意味し、給付等の入出金や税金の納付を含む事業者やサービ
スワーカーの雇用に対する支払い、失業保険料の支払いや支出報告書の作成等を行う（法
4685.7 条(b)項(1)号）。金銭管理サービス（Financial Management Services）は、利用者が
雇い上げた若しくは指名した金銭管理サービスプロバイダー（Financial Management 
Services Provider）によって提供される（法 4685.7 条(i)項(4)号(E)）。 
一方、サポートブローカー（Support Broker）とは、個別予算（Individual Budget）に関










IPP を進展させ、サポートやサービスを入手する人を意味する（法 4685.7 条(b)項(2)号、(3)
号）。サポートブローカー（Support Broker）の場合も、金銭管理サービス（Financial 
Management Services）と同様に、利用者がサポートブローカー（Support Broker）を雇い

















































 障害者総合支援法第 22 条第 1 項は、市町村は、厚生労働省令で規定される事項を勘案して
要否決定を行うと規定し、同条第 7 項には、市町村は、支給決定を行う場合には、障害福祉
サービスの種類ごとに月を単位として、介護給付費等を支給する障害福祉サービスの量を定
めなければならないと規定するのみで、その具体的な基準を示していない。平成 19 年 3 月








                                                










制度の現状と課題～介助者の確保と自己選択を巡って～」（人間福祉研究 14 号、2011 年）、中根
成寿「日本におけるパーソナルアシスタンス制度導入に向けた課題整理―札幌市パーソナルアシ








障害者総合支援法第 1 条の 2 に規定される「社会参加の機会の確保」および「どこで誰と
生活するかについての選択の機会」の確保は、同法の解釈基準と位置付けられることはすで
に述べたとおりである。したがって、家事援助の支給量については、同法第 1 条の 2 に沿っ
て解釈すべきであり、そうだとすれば、障害者総合支援法第 22 条第 7 項は、「社会参加の機
会の確保」および「どこで誰と生活するかについての選択の機会」を確保するに充分な支給
量を決定することを市町村に命じていると解される。このように解することによって、上位












































ク（social work）、精神医学（psychiatry）、心理学（psychology）、音声言語療法（speech and 
language therapy）、理学療法（physiotherapy）、看護（nursing）などの専門家からなる地
域学習障害／知的障害チームによるサービス提供を挙げている317。 









                                                
315 Department of Health(2007),‘Services for People with Learning Disabilities and 




316 Ibid. p. 15.  





























のみで（法第 77 条第 1 項、第 2 項、第 3 項、第 78 条第 1 項、第 2 項）給付を受ける者は誰
か、申請行為や決定などの手続はどうするのか等について何ら規定していない。多くの市町





                                                
318 申惠丰・前掲注(115)163 頁～165 頁。 
























                                                
320 塩野宏『行政法Ⅰ 第 5 版増補版』（有斐閣、2013 年）107 頁。同趣旨のものとして、小早川
光郎『行政法総論上』（弘文堂、平成 11 年）224 頁～225 頁。 











する慰謝料請求が認められる余地があるとする。宇賀克也『行政法概説Ⅰ 行政法総論【第 3 版】』
（有斐閣、2009 年）277 頁 
323 この問題は、第四節で詳細に論じる。 
324 堀勝洋・前掲注(321)99 頁～100 頁。 
なお、「できる」規定に瑕疵のない裁量を求める権利を認める見解として、河野正輝・前掲注
(111)104 頁～105 頁など。 
























しかし、障害者総合支援法は、第 77 条第 1 項で、「・・・できる」ではなく、「市町村は、
厚生労働省令の定めるところにより、・・・行うものとする」と規定し、市町村に地域生活支
援事業の実施を義務付けている。そして、能美市328、青森市、五所川原市などは、地域生活
                                                
326 塩野宏・『行政法Ⅱ[第五版補訂版] 行政救済法』（有斐閣、2010 年）101 頁。 
327 太田匡彦「労災就学援護費の支給に関する決定」『別冊ジュリスト 212 号行政判例百選Ⅱ[第 6
版]』（有斐閣、2012 年）340 頁～341 頁、下井康史「就学援護費支給打切り決定の処分性」『別冊
ジュリスト№191 社会保障法判例百選[第 4 版]』（有斐閣、2008 年）124 頁～125 頁、判例時報













































会保障法学会編『社会保障法第 25 号』(（法律文化社、2010 年）70 頁の注 10)。 



































                                                











































































憲法第 25 条の射程を逸脱することにはならないと解される。 
                                                
334 岩村正彦「福祉サービスの利用契約をめぐる法制度と課題」岩村正彦編『福祉サービス契約の
法的研究』（信山社、2007 年）16 頁～17 頁。 
335 「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）の要点」参照。 
http://www1.mhlw.go.jp/houdou/1006/h0617-1.html,accessed25Jan.2015. 








会学第 68 号』（有斐閣、2008 年）112 頁で同様の指摘をしている。 
























あるいはそれを経ずして支給決定によりサービス利用資格を取得する（法第 21 条第 1 項、法







                                                
338 河野正輝・前掲注(7)『社会福祉法の新展開』282 頁。 


























た障害者総合支援法もこのことを受け継ぎ、同法第 43 条第 3 項は、条例について定める基準
を次の 3 段階に分けて規定している。サービスに従事する従業者や員数及び居室、床面積等
については厚生労働省令に定める基準に従うべきこと（同条同項第 1 号及び第 2 号）、事業の
運営に関する事項で障害者等のサービスの利用を適切に確保する等に関する事項については、
厚生労働省令に定める基準を標準とすること（同条同項第 3 号及び第 4 号）、それ以外の事項
については、厚生労働省令を参酌することとしている。 




（法第 36 条第 3 項第 1 号～第 3 号）、また、勧告、命令、取消の基準（法 49 条、同 50 条）
                                                
341 笠井修は、「福祉契約と契約責任」新井誠、秋元美世、本沢巳代子編著『福祉契約と利用者の







































                                                
344 基準条例に定める各種基準が、障害者総合支援法の指定基準となっており、行政処分の基準と
なっている。 
345 河野正輝・阿部和光・増田雅暢・倉田聡編『社会福祉法入門 第 2 版』（有斐閣、2008 年）
63 頁～64 頁。 
346 丸山絵美子「ホーム契約規制論と福祉契約論」岩村正彦編『福祉サービス契約の法的研究』（信



































そのため、労働基準法 13 条の法技術を援用した「福祉契約法」が必要となろう。」 
                                                
347 岩村正彦・前掲注(334)40 頁～41 頁。 
348 倉田聡「医療・福祉分野におけるサービス供給主体論」日本社会保障法学会編『社会保障法』



































                                                
349 山口浩一郎・小島晴洋『高齢者法』（有斐閣、2002 年）187 頁～190 頁、257 頁。 
350 たとえば、小早川光郎『行政法 上』（弘文堂、平成 11 年）172 頁以下。 
































                                                
352 岩村正彦・前掲注(334)31 頁。 

































                                                
356 内田貴『契約の再生』（弘文堂、1990 年）、同『契約の時代』（岩波書店、2000 年）、同 「講




紀子「法は人生の llife を如何に把握すべきか―Marta Minow の関係性の権利論を手がかりに―
（一）～（四・完）『千葉大学 法学論集第 21 巻第１号～第 21 巻第 4 号』（2006 年～2007 年） 
357 内田貴・前掲注『契約の時代』（岩波書店、2000 年）1 頁参照。 


























                                                
359 内田・前掲注(357) 30 頁～31 頁参照.。 
イアン・マクニールの関係的契約論について、デビット・キャンベル〈訳〉齋藤彰、東繁彦「イ
アン・マクニールと関係的契約理論（一）、（二・完）」（民商法雑誌第 137 号第 6 巻、第 138 号第
1 巻、2008 年）参照。 
360 内田・前掲注(357) 35 頁。 
361 内田・前掲注(357) 66 頁～67 頁参照。 
362 内田・前掲注(357) 73 頁～84 頁参照.。 
363 内田・前掲注(357) 84 頁～86 頁参照。 
364 内田貴『民法Ⅲ〔第 3 版〕債権総論・担保物権』（東京大学出版会、2005 年）14 頁～15 頁参
照。 

























掲書 93 頁参照 
367 内田貴・前掲注(366)93 頁～94 頁参照。 
368 内田貴・前掲注(366)95 頁～97 頁参照、「民営化（privatization）と契約(5)ー制度的契約論の












































（有斐閣、2006．5．1-15）146 頁～147 頁参照.。 






























                                                                                                                                                     
度が存在するはずだということを、説得的に示し得るのではないだろうかと思います。」『北大法
学論集 59 巻第 1 号』（2008 年）424 頁参照。 
371山本敬三教授の見解に関する参考文献として、「一部無効の判断構造ー契約における法律効果確
定過程の構造化に向けて(一)(二)」『法學論叢 127 巻 4 号、6 号』（1990 年）、「現代社会における
リベラリズムと私的自治(一)(二)・完」『法學論叢 133 巻 4～5 号』（1993 年）、『公序良俗論の再
構成』（有斐閣、2000 年）、「取引関係における公的規制と私法の役割ー取締法規論の再検討(1)(2・
完)」『ジュリスト 1087 号、1088 号』（有斐閣、1996．4．1、、1996．4．15）、「民法における公
序良俗の現況と課題」『民商法雑誌 133 巻 3 号』（2005 年 12 月 15 日）、「対話で学ぶ行政法 民
法との対話 行政法規違反行為の民事上の効力」『法学教室№249』（有斐閣、2001．6）。 
372山本敬三「現代社会におけるリベラリズムと私的自治(一)」『法學論叢 133 巻 4 号』（1993 年）
6 頁参照。 
373 山本敬三・前掲注(372) 8 頁～18 頁。 





























                                                
375 「現代社会におけるリベラリズムと私的自治(二)・完」『法學論叢 133 巻 5 号』（1993 年）6
頁。 
376 山本敬三「民法における公序良俗の現況と課題」『民商法雑誌 133 巻 3 号』（2005 年 12 月 15
日）396 頁～398 頁。 































 この問題については、障害者総合支援法第 29 条第 6 項の規定が手がかりとなる。 
 障害者総合支援法第 29 条第 6 項は、市町村は、指定障害福祉サービス事業者等から介護給
付費等の請求があったときは、厚生労働大臣が定める基準及び都道府県の条例で定める指定
                                                
378 以下で主として参照する文献として、大村敦志『公序良俗と契約正義』（有斐閣、1995 年）、
「取引と公序ー法令違反行為効力論の再検討(上)(下)」『ジュリスト 1023 号、1024 号』（1993
年）。 
379 大村敦志『公序良俗と契約正義』（有斐閣、1995 年）4 頁～5 頁。 
380 大村・前掲注(379) 6 頁。 
381 大村・前掲注(379) 361 頁。 
382 大村・前掲注(379) 4 頁。 





































                                                





   
 ⅱ）新たな学説 
 従来の通説的な見解に対して大村敦志及び山本敬三により新たな見解が登場している386。 
























                                                











































たりすることを意味する」。前掲書 127 頁～128 頁参照。 




































                                                












































































                                                





























































                                                
394 前章では、社会的障壁を縮減・除去されていない場合の権利救済的側面について言及した。権
利救済と権利擁護について、秋元美世・平田厚の近著『社会福祉と権利擁護』（有斐閣、2015 年）









395 河野正輝・前掲注(7)『社会福祉法の新展開』183 頁。 
 権利擁護の定義については、平田厚によって詳細な検討がなされている。平田厚『権利擁護と





























                                                
397  山崎貴之ほか「知的障害者への情報提供に必要な配慮に関する調査研究」4 頁。
http://www.kitaiku.com/kenkyu/pdf/file/file000022.pdf  accessed6 May.2014. 
398 津田耕一「障害者の個別支援計画作成に関する研究」『総合科学研究第 3 号』（2012 年）3 頁。 





399 平田厚『増補 知的障害者の自己決定権』（エンパワメント研究所、2002 年）9 頁。 
400上山泰「現代成年後見制度と障がいのある人の権利に関する条約 12 条の整合性 「小さな成
年後見」の視点から」菅富美枝編『成年後見制度の新たなグランド・デザイン』（法政大学出版会、








































                                                













する法律」など 4 つの法律405が 1999 年 12 月 8 日に公布され、翌 2000 年 4 月 1 日から施行
された。 
 民法改正により、従来の禁治産、準禁治産の制度は廃止され、新たに、後見（民法第 8 条






判所によって付され、代理権（民法第 859）と取消権（民法第 9 条）を有する。 
 保佐人は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分である者」に対して裁
判所によって付され、民法第 13 条に規定される重要な財産行為について同意権、取消権を有
する（民法 13 条第 1 項、第 4 項）。さらに、家庭裁判所により民法第 13 条第 1 項所定の行




た当該行為について取消権が与えられる（民法第 17 条第 4 項）。そして、家庭裁判所は、補
助開始の審判時に補助人に代理権を与える審判を行うことができる旨が規定されている（民
法第 867 条の 9 第 1 項）。 
 なお、成年後見制度の行為能力と対象行為407について整理すれば、次のようになる。 
 後見 保佐 補助 








民法第 13 条第 1 項
所定の行為 
特定の法律行為 
                                                
405 他の 2 つの法律は、「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」
及び「後見登記等に関する法律」である。 
406 小林昭彦・大門匡編著『新成年後見制度の解説』（金融財政事情研究会、平成 12 年）9 頁～11
頁。 







 日常生活自立支援事業は、国の補助事業として 1999 年 10 月から地域福祉権利擁護事業の
名称で実施され、2000 年に改正された社会福祉法により、第 2 種社会福祉事業に位置付けら
れた（社会福祉法第 2 条第 3 項第 12 条408、第 80 条～第 81 条、第 83 条～第 84 条）409。 




















  ・福祉サービスの利用に関する援助 
  ・福祉サービスの利用に関する苦情解決制度の利用援助 
  ・住宅改造、居住家屋の賃借、日常生活上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続に
関する援助その他の福祉サービスの適切な利用のための必要な一連の援助 
                                                
408 法律上の名称は、「社会福祉サービス利用援助事業」である。 
409 当事業は、事業創設時は、「地域福祉権利擁護事業」という名称であったが、2007 年 4 月に「日
常生活自立支援事業」に名称が変更された。なお、「地域福祉権利擁護事業」については、河野正
輝・前掲注(7)『社会福祉法の新展開』189 頁～198 頁に詳細な記述がなされている。 
410 http://www.pref.shimane.lg.jp/life/fukushi/chiiki/chiikihukushi/safetynet/safety26.html, 
accessed30Sep. 2014 . 
136 
 
  ・預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用者の日常生活費の管理 
  ・定期的訪問による生活変化の察知 
エ）援助方法 





  ・責任者 
  ・事業の企画及び運営に携わる職員 
   [事業の企画及び運営に携わる職員の業務] 
   ●相談業務や専門員の指導、研修・調査研究・広報啓発 
  ・専門員 
   [専門員の業務] 
   ●申請者の実態把握及び本事業の対象者であることの確認 
   ●支援計画の作成及び契約の締結 
   ●生活支援員の指導及び監督 
 ・生活支援員 
  [生活支援員の業務] 




障害者総合支援法は、第 42 条第 1 項、第 51 条の 22 第 1 項で意思決定支援という文言を
用いている。 
 同法第 42 条第 1 項では、指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者


































                                                
412 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sougo
ushien/, accessed3Jan.2015. 





























そこで、民法第 858 条が規定する身上監護についてであるが、学説は分かれている。 
 これを大別すれば、以下のように整理できよう417。 
 ❶民法第 858 条等の規定は、成年後見人等が法律によって与えられた権限を行使、すなわ
ち財産に関する法律行為をする際の指針（注意義務）を示したものに過ぎない418とする説。 
                                                                                                                                                     
が及ぼされるとうにすること」とされている。 
415 「身上監護とは、療養看護と生活に関する事務をいう」とされている。小賀野「成年後見と社
会福祉法制」新井誠・赤沼康弘・大貫正男『成年後見法制の展望』（平文社、2011 年）249 頁。 
416 小林昭彦・大門匡編著・前掲注(406)143 頁。 






418 大村敦志『家族法[第 3 版]』（有斐閣、2010 年）268 頁。大村は、『もうひとつの基本民法Ⅰ』
（有斐閣、2005 年）58 頁～59 頁において次のような主張を展開する。民法 858 条で「生活、療
養看護」に関する事務が成年後見人の事務として規定された趣旨を、「生活、療養看護」に関する
財産管理と固有の意味での財産管理に分節したものと理解する。その根拠として、任意後見法の


























 具体的には、次の 3 つの態様があるとされる421。 









419 小林昭彦・大門匡編著・前掲注(406)『新成年後見制度の解説』142 頁。 
水野紀子「後見人の身上監護義務」『判例タイムズ№1030』（2000･7･30）99 頁。 

























の義務ではないが、その手配にかんしては民法 858 条、869 条が準用する受任者の善管注意義務
（644 条）により成年後見人の義務となるとされる。 
421 小賀野晶一「成年身上監護論の要点」小林一俊・小林秀文・林田彰編『高齢社会における法的
諸問題―須永醇先生傘寿記念論文集―』（酒井書店、2010 年）9～50 頁。 
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 ㋐ 社会福祉系事務の決定と手配 
 ㋑ 医療系事務の決定と手配 



























                                                
422 有地亨『新版 家族法概説 補訂版』（法律文化社、2005 年）30 頁～37 頁。 
 有地説は、本文中のいずれの説にも与せず、家族法を家族構成員の人権を保障する法とし、社
会保障関係法への接近を図ろうとする。 
 このほかにも、家族法の性質に関しては、大村敦志『家族法[第 3 版]』（有斐閣、2010 年）11
頁、二宮孝富「家族法理論史の総括と今後の課題」家族史研究編集委員会編『家族史研究４』（大
月書店、1981 年）160 頁～176 頁、水野紀子「比較法的にみた現在の日本民法―家族法」広中俊
雄・星野英一編『民法典の百年Ⅰ』（有斐閣、1998 年）651 頁～690 頁、潮見佳男「家族法と財






























                                                






425 四宮和夫・能美善久・前掲注（407）54 頁。 
426 小賀野晶一・前掲注(420)194 頁。 




































                                                
428 北九州市手をつなぐ育成会・前掲注(397)10 頁。 
429 北九州市手をつなぐ育成会・前掲注(397)10 頁。 
430 沖倉智美・前掲注(402)237 頁。 




である（民法第 13 条第 1 項、同条第 4 項）。さらに、補助類型では、他者が補助審判の請求













 レスリー・サルズマン（Leslie Salzman）やニナ・コーン（Nina A. Kohn）らは障害の社
会モデルの観点から興味深い主張を展開する。 















                                                
432 Leslie Salzman (2011): Guardianship for Persons with Metal Illness 
- A Legal and Appropriate Alternative? , Saint Louis University Journal of Health Law & 
Policy, Vol. 4, p, 279, 2011, p.291.  









ウ）障害者権利条約第 12 条からみた成年後見制度 










 障害者権利条約第 12 条第 2 項で規定されている「法的能力」 




女性差別撤廃条約第 15 条第 2 項を参考にすべきだと示唆したことを受けて、当該条項が法的
能力の獲得および行使についての男女平等を規定したことを根拠に、行為能力の制限の禁止





                                                                                                                                                     
Making as a Violation of the Integration Mandate of Title II of the Americans With  
Disabilities Act, Benjamin N. Cardozo School of Law, p.242. 
434 上山泰も同様の見解を示している。上山泰「現行成年後見制度と障がいのある人の権利に関す
る条約 12 条の整合性「小さな成年後見」の視点から」菅富美枝編『成年後見制度の新たなグラン
ド・デザイン』90 頁～91 頁。 





別する法制であることを考慮して「the capacity to act」ではなく、「legal capacity」という









 ところで、2014 年 4 月 11 日に、国際障害者権利委員会は、障害者権利条約第 12 条に関す
る「一般的意見第 1 号」を採択した。これによれば、障害者権利条約第 12 条第 2 項は権利能
力のみならず行為能力の制限も含まれるものとされた438。川島聡はこれに賛同し、障害者権











 障害者権利条約第 12条第 3項の規定は代行決定を否定するものかどうか 
 この点に関して、上山泰は審議過程で現れた見解を、以下の 3 つの見解として整理してい
る440。 
                                                




438 柴田洋弥「意思決定支援に基づく成年後見制度改革試論―障害者権利条約 12 条についての権
利委員会意見書をめぐって―」『成年後見法研究第 12 号』（民事法研究会、平成 27 年）151 頁。 
439 赤沼康弘「川島聡「障害者権利条約 12 条の合理的解釈と日本の成年後見制度」報告及び一考
察」『成年後見法研究第 12 号』（民事法研究会、平成 27 年）135 頁。 
440 上山泰・前掲注(434)91 頁～93 頁。 
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 第 1 は、法定代理人・代行決定者のラスト・リゾートとしての必要性を特に強調し、条文
中に“personal representation”の文言を削除すべきではなかったとする見解である。 
 第 2 は、自己決定支援型へのパラダイムシフトをより強調するために、法定代理人・代行
決定者のラスト・リゾートとしての必要性は認めつつも、“personal representation”という
文言を条文中に明示することは避けるべきだという見解である。 
 第 3 は、当事者団体であるＮＧＯの主流の立場で、「0 から 100％の支援」というテーゼを
前提として、判断能力不十分者の意思決定に対する支援は、完全に支援付き意思決定に一元
化できるのであり、代理・代行決定制度は全面的に廃止されるべきであるという見解である。 
2014 年 4 月 11 日に国連障害者権利委員会は一般的意見第 1 号で、障害者権利条約第 12 条
第 3 項について代行決定を禁止すべきであるとの解釈を提示し441、ここで示した第 3 の考え
方に拠っている。 
しかし、上山は、現行法の文言上からは、基本的には第 2 説の方向で落ち着いたとみるこ
とができるだろうとしている442。さらに、上山は、第 12 条第 4 項が、「法的能力の行使に関
連するすべての措置」と規定していることと併せて、障害者権利条約第 12 条は、ラスト・リ
ゾートとしての代理・代行意思決定の仕組みまでも完全に排除したという見方を採ることは















により 2014 年 4 月 11 日に提示された一般的意見第 1 号で、障害者権利条約第 12 条第 3 項
                                                
441 柴田洋弥・前掲注(439)151 頁。 
442 上山泰・前掲注(434)92 頁。 
443 上山泰・前掲注(434)93 頁。 
444 赤沼康弘・川島聡・前掲注(439)136 頁。 
445 上山泰・前掲注(434)92 頁。 



























と解されるのである。その縮減を図る方策としては、国連障害者権利委員会により 2014 年 4
月11日に一般的意見第1号で示されたように他者決定支援型から自己決定支援型への転換を
                                                



































                                                
450 こういった結論は、現実論として、ラスト・リゾートしての後見制度を否定して、判断能力が
ない人の支援が可能なのかといった反論が生じよう。この点は、障害者権利条約第 12 条の審議過














究第 34 巻第 3 号』（2012 年）267 頁。 
 この例に示されるとおり、事柄にもよるが意思能力全体として考えると 100％支援といった状
態は、ごく限られた場合なのかもしれない。 




















（３）障害者総合支援法第 42 条第 1 項、障害者総合支援法第 51 条の 22 第 1 項が知的障害
者の発達を阻害する社会的障壁を形成していないか 
 障害者総合支援法第 42 条第 1 項及び同法第 51 条の 22 第 1 項の規定の趣旨は次のように
説明されている。 










                                                
452 河野正輝・前掲注(7)『社会福祉法の新展開』228 頁。山口理恵子「日常生活自立支援事業と
任意後見制度の一体的実施による地域生活支援システムの構築に関する研究―やすらぎ生活支援
事業の検証を通じて―」（長野大学紀要第 35 巻第 3 号、2014 年）35 頁。近江幸治『民法講義Ⅰ
民法総則［第 6 版補訂］』（成文堂、2012 年）48 頁。 
453 平成 26 年 3 月 28 日付けの厚生労働省社会・援護局長通知「セーフティネット支援対策事業
の実施について」参照。 
454 障害者福祉研究会編集『逐条解説 障害者総合支援法』（中央法規、平成 25 年）144 頁。 
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455 菅富美枝「「意思決定支援」の観点からみた成年後見制度の再考 イギリス 2005 年意思能力
法からの示唆」菅富美枝編『成年後見制度の新たなグランド・デザイン』（法政大学出版会、2013
年）260 頁。 











































458 生活介護では第 83 条で、自律訓練では第 155 条、第 165 条、就労移行では第 174 条、就労




































1 条の 2 が規定する社会参加の機会が確保され、選択の機会も確保されるのである。つまり、
ホームヘルパー等の意思決定支援は、障害者総合支援法が当然予定するものといえるだろう。 
                                                
460 柴田洋弥・前掲注(450)270 頁。 



























談支援（法第 5 条第 16 項、第 17 項）の場面では、相談者と相談支援事業者との間には契約
関係は生じておらず、相談者の意思形成支援から意思決定にいたるプロセスの支援を担うこ









                                                


















所に置かれる相談支援専門員（指定地域相談支援の事業の運営基準第 3 条第 1 項）、特定相談
支援事業所に置かれる相談支援専門員（指定計画相談支援の事業の運営基準第 3 条第 1 項）
に権利擁護の役割が期待されていることとなろう。 









                                                







れるが、指定計画相談支援事業の運営基準第 2 条第 1 項等で定める「利用者等の立場に立って」
という規定がこれを防止している。つまり、法構造上は利益相反の関係に歯止めがかかっている
と解することができる。 
466 例えば、河野正輝・前掲注(7)『社会福祉法の新展開』204 頁～226 頁。 
467 http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/cyousajigyou/dl/seikabutsu7-1.pdf, 
accessed5Oct.2014. 
468 日本相談支援専門員協会「平成 22 年度厚生労働省障害者総合福祉事業「障害者相談支援ガイ
ドライン作成とその効果的な普及・活用のあり方検討事業」報告書」（平成 23 年 3 月）9 頁。 












平成 26 年 6 月 10 付けで発出された厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「地域生























                                                
470 http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/chiiki/dl/index01.pdf,accessed12Jan.2015. 





のは、支援付き意思決定を国際障害コーカスが主張するように 0 から 100％までの支援の幅
がある動的な概念とすることである。筆者は、以上を支援付き意思決定の概念としたい。先
にみた知的障害者の支援ニーズに最もよく適合する概念だからである。 
そして、Office of the Public Advocate の 2009 年の「Supported decision-making 
















                                                





473 沖倉智美・前掲注(402)222 頁。 
474 沖倉智美・前掲注(402)237 頁。 
475 沖倉智美・前掲注(402)237 頁。 




































                                                                                                                                                     
かになったとした。笠原千絵「他の人ではなく自分で決める―当事者主体の自己決定支援モデル 
開発に向けたグループホームで暮らす知的障害のある人の参加型調査の分析―」『ソーシャルワー 
ク研究 Vol.31.No,4』（2006 年）299 頁。 
478  Leslie Salzman（2009）：Rethinking Guardianship (Again):Substituted Decision  
Making as a Violation of the Integration Mandate of Title II of the Americans  
With Disabilities Act, Benjamin N. Cardozo School of Law.p242. 
479  Nina A. Kohn, Jeremy A. Blumenthal& Amy T. Campbell (2013),Supported 

























取組みをしていないのが実態である」482としている。また、平成 23 年 6 月 6 日から 6 月 7 





                                                









482 鈴木良「知的障害者の自己決定支援の思想と方法に関する一考察」『社会福祉学第 45 巻第 2






























                                                
484 菅富美枝・前掲注(456)226 頁。 
485 菅富美枝・前掲注(456)219 頁。 
486 シンボルの例として、マカトン・サインが揚げられている。Ruth Garbutt ‘Advocacy’,Helen L. 
Atherton , Debbie J. Crickmore(2012) ,’Learning Disabilities Toward Inclusion sixth edition’  











































490 三井さよ「「知的障害者」を関係で捉えかえす」『現代思想８月号 特集 痛むカラダ』（青土
社、2011 年）233 頁。 



















て、要求されている495。この点を捉えて、Office of the Public Advocate(2009)の「Supported 
decision-making Background and discussion paper」では、イギリスの意思決定支援は、家
族や友人や専門家へ意思決定できない人々の意思決定支援を行わせる点で、他の国々とは異
なった行き方を取っており興味深いと記している496。 
 そこで、本節ではカナダの意思決定支援制度とイギリスの 2005 年意思能力制度に関して意
思決定支援という観点から概観し、わが国の法制度への示唆を得ることとしよう。 
  
                                                
492 三井さよ・前掲注(491)228 頁～236 頁。 
493 なお、細川瑞子「知的障害者の親からみる障害者権利条約」『成年後見法会研究第 12 号』（民




494 Office of the Public Advocate (2009) , ‘Supported decision-making Background and 




495 菅富美枝・前掲注(456)219 頁。 
496 Office of the Public Advocate (2009) , ‘Supported decision-making Background and 








 カナダの意思決定支援制度としては、通常、ブリティッシュコロンビア （British Columbia）
州の Representation Agreement Act、ユーコン（Yukon）準州の Decision-Making Support 
and Protection to Adults Act、アルバータ（Alberta）州の  Adult Guardianship and 
Trusteeship Act、サスカチュワン（Saskatchewan）州の The Adult Guardianship and 
Co-decision-making Act、マニトバ（Manitoba）州の  Vulnerable Persons Living with a 
Mental Disability Act の 5 法が挙げられる497。このうち、ユーコンは準州であるため、マニ
トバ州の Vulnerable Persons Living with a Mental Disability Act については、支援付き
意思決定に関する法的権限について提供するものではなく498、支援付き意思決定の枠組みを
真に創設するものではないとされていることから、ここでの検討を除外することとする。 
また、サスカチュワン（Saskatchewan）州の The Adult Guardianship and Co-decision- 
making Act については、オンタリオ法務委員会（Law Commission of Ontario）の「カナダ
における支援付き意思決定の生活体験を理解する（Understanding the Lived experiences of 






確かに、サスカチュワン（ Saskatchewan ）州の  The Adult Guardianship and 






                                                
497 Law Commission of Ontario (2014), ‛ Understanding the Lived experiences of Supported 




なお、マニトバ州の Vulnerable Persons Living with a Mental Disability Act については、 
木口恵美子『知的障害者の自己決定支援―支援を受けた意志決定の法制度と実践―』（筒井書房、





されている。以上から、サスカチュワン（Saskatchewan）州の The Adult Guardianship and 
Co-decision-making Act も本稿の検討からは除外する。 
ところで、ブリティッシュコロンビア（British Columbia）州の Representation  




Paliamentarians on the Convention on the Rights of Persons with Disabilities）」にも支援
付き意思決定の実践例として、ブリティッシュコロンビア（British Columbia）州の





                                                
501 上山泰・前掲注(434)113 頁注 105）。 
502  Handbook for Parliamentarians on the Convention on the Rights of Persons with 
Disabilities, Chapter 6: From provisions to practice: implementing the Convention, 









国会議員のためのハンドブック（Handbook for Parliamentarians on the Convention on the 
Rights of Persons with Disabilities）記載の「An individual with disabilities can enter a 
“representation agreement” with a support network.」からは、本人がサポートネットワークに
代理人選定を依頼することによって代理関係に入ると解されることから、代理協定と訳出してみ
た。なお、representation agreement を「代理同意」と訳するものとして、木口恵美子『知的障
害者の自己決定支援―支援を受けた意思決定の法制度と実践―』（筒井書房、2014 年）38 頁。 
503 Nina A. Kohn,* Jeremy A. Blumenthal** & Amy T. Campbell (2013): ‘Supported 









しかし、同法第 7 条第 1 項には代理人に意思決定権限を授権する規定を置いているし、同




そこで、ここでは、アルバータ（Alberta）州の Adult Guardianship and Trusteeship Act
についてみていくこととする。 
 
② アルバータ（Alberta）州の Adult Guardianship and Trusteeship Act 
アルバータ州の Adult Guardianship and Trusteeship Act の下では、支援者（supporter）、
共同意思決定者（co-decision-maker）の２種類の支援付き意思決定者を設置していることが
大きな特徴である。支援者（supporter）は、成年（adult）と支援者（supporter）の間での





                                                




505 personal matters について、法は、財産的な事柄を除く成年（adult）の人格(person)に関す
る事柄であるとし、例示的に次の 8 つの事柄を規定している（第 1 条(z)(bb)）。 
 (ⅰ)ヘルス・ケア（the adult’s health care） 
 (ⅱ)一時的にまたは永続的にどこで、誰と、どのように生活するか（where, with whom and under 
what conditions the adult is to live, either permanently or temporarily） 
(ⅲ)誰とお付き合いするか（with whom the adult may associate） 
(ⅳ)社会活動への参加（the adult’s participation in social activities） 
(ⅴ)教育、職業あるいはその他の訓練への参加（the adult’s participation in any educational, 
vocational or other training） 
(ⅵ)雇用（the adult’s employment） 
(ⅶ)主に財産的事柄に関連しない法的手続の実行（the carrying on of any legal proceeding that does 
165 
 
に限定されていることである（法第 3 条、第 12 条）。さらに、同法には、後見制度をも規定
されており、パーソナルな事柄（personal matters）について、意思決定支援から代行決定
までの 3 層構造を有しているのである。一方、財産的な事柄（financial matters）は、同法
に規定されている信託人（trustee）が行うといった構造を有している506。 
Adult Guardianship and Trusteeship Act は、2008 年に成立した。 
ここでは、支援付き意思決定制度を概観することとする。 
 






イ）支援者（supporter）制度について（法第 3 条～第 10 条） 
  支援者（supporter）（法第条第 1 項） 
   支援者（supporter）として要求される資格を充足する 18 歳以上の者 
  授権の対象 
   法第 1 条(z)(bb)に規定されるパーソナルな事項 
  成年（adult）の能力（法第 4 条第 1 項） 
   支援付き意思決定の性質や効果について理解する能力 
  権限 
  (a)成年（adult）の理解を促進するために成年（adult）の意思決定や援助に関連する
情報にアクセスし、収集し、取得すること（法第 4 条第 2 項(a)）。 
   (b)意思決定の支援（法第 4 条第 2 項(b)）。 
     (c)他者へ決定を伝えたりそれを支援すること（法第 4 条第 2 項(c)）。 
   責任 
   (a)誠実な職務遂行（法第 10 条第 1 項）。 
   (b)支援者（supporter）が成年（adult）の意思決定において、不当な影響力を行使し
ようとするときは成年（adult）は意思決定の支援を拒否できる（法第 6 条第 2 項）。 
   効果 
    支援者（supporter）による支援を受けた意思決定は成年（adult）の意思決定であ
る。（法第 6 条第 2 項）。 
                                                                                                                                                     
not relate primarily to the financial matters of the adult） 
(ⅷ)規則で規定されている事柄（any matters prescribed by the regulations） 




 ウ）共同意思決定者（co-decision-maker）制度について（法第 13 条～第 23 条） 
   共同意思決定者（co-decision-maker）の任命507 
    成年（adult）が次のような場合、裁判所は共同意思決定者（co-decision-maker）
を任命する。 
 (a)パーソナルな事柄に関する意思決定能力が著しく損なわれている（法第 13 条第 4 項） 
(b)適切なガイダンスや支援があればパーソナルな事柄に関する意思決定を行う能力があ
ると認められる場合（法第 13 条第 4 項(a)(ⅱ)）。 
(c)共同意思決定者（co-decision-maker）を任命する以外に効果的な方法がないかその可
能性がなかったこと（法第 13 条第 4 項(a)(ⅲ)）。 
(d)共同意思決定者（co-decision-maker）の任命が成年（adult）のベスト・インタレス
トであること（法第 13 条第 4 項(a)(ⅳ)）。 
(e)共同意思決定者及び成年の同意（法第 13 条第 4 項(b)、(c)） 
 
  共同意思決定者（co-decision-maker） 
   共同意思決定者（co-decision-maker）としての活動に同意した 18 歳以上の者で、裁
判所が次のことを充たす者として認めた者で、裁判所により任命された者（法第 14 条第
1 項）。 
  (a)成年（adult）のベスト・インタレストのために行動する 
  (b)次の観点から共同意思決定者（co-decision-maker）として任命されることが適切であ
ること 
   (ⅰ)成年（adult）の考え方（view）や願望（wish） 
   (ⅱ)成年（adult）と共同意思決定者（co-decision-maker）との関係性 
   (ⅲ)パーソナルな事柄に関する意思決定について成年（adult）を援助することができ
る明らかな能力 
   (ⅳ)規則で規定されている事項 
   (ⅴ)裁判所が関連するものとして考慮する事項 
 
   授権される事項（17 条） 
    裁判所は、パーソナルな事柄について個別に特定して授権することができる。 
 
     効果（法第 17 条第 5 項） 
    パーソナルな事柄に関する契約は、成年（ adult ）と共同意思決定者
                                                
507 共同意思決定者（co-decision-maker）の任命は、申請によって行われ、その際、能力に関す





     
   権限と義務（第 18 条、22 条） 
   (a)共同意思決定者（co-decision-maker）は、次の観点から権限を行使すること 
(ⅰ)成年（adult）のベスト・インタレストを援助すること 
(ⅱ)熱意と忠実さ 
   (b)裁判所の共同意思決定命令（co-decision-making order）に従うとともに、共同意 
思決定者（co-decision-maker）とともに意思決定するためのパーソナル事柄につい
ての情報にアクセスし、収集し、取得すること 
   (c)援助されている成年（adult）と情報をもとに相談し、意思決定を援助すること 
   (d)共同意思決定者（co-decision-maker）は、その決定が合理的であり、援助を受けて
いる成年（adult）に危害（harm）をもたらすものでない限り、第 17 条第 5 項の共
同署名を拒むことはできない。 
   (e)共同意思決定者（co-decision-maker）は、公的機関や個人情報の管理者や機関に対
して、支援を受けている成年（adult）のパーソナルな事柄についての情報開示を求
めることができる。 





以上、アルバータ（Alberta）州の Adult Guardianship and Trusteeship Act を概観し
た。 































見の 3 類型の区分と同様の基準となっている。 
 
（２） イギリス 2005 年意思能力法 
① 概要 
 2005 年に、イギリス（イングランド及びウェールズ）において、意思能力法（the Mental 
Capacity Act2005）が制定された。 
 菅富美枝は、同法の特徴を、次の 4 点に整理している510。 





 第 2 に、「決定支援」アプローチから「代行決定」アプローチへと移行するにあたって、「意
思能力がない（ lack capacity）」とする法的判断について、「時間限定かつ事柄限定的
（time-specific, issue-specific）」アプローチに立っている。そして、法は能力推定の原則を
                                                
509 Adult Guardianship and Trusteeship Act の Division３は後見制度（Guardianship）と 
なっており、24 条から 42 条までが後見制度（Guardianship）に関する条文となっている。 
510 菅富美枝「障害（者）法学の観点からみた成年後見制度―公的サービスとしての意思決定支援」











続いて、支援付き意思決定の観点から 2005 年意思決定支援法を概観することとする。 
 
ア） 基本原則（2005 年法第 1 条） 
 イギリス 2005 年意思能力法では 5 つの基本原則を定めている。 
❶ 「人は、意思決定能力を有していないという確固たる証拠がない限り、意思決定能
力があると推定されなければならない」（第 1 条第 2 項）として、意思決定能力の存在
を推定する原則を明記している。 
  ❷ 「人は、自ら意思決定を行うべく可能な限りの援助を受けた上で、それらが功を奏
しなかった場合のみ、意思決定能力がないと判断される」（第 1 条第 3 項）とし、エン
パワメントの原則を掲げる。 
  ❸ 「客観的に不合理にみえる賢明でない意思決定を行ったということだけで、本人に
は意思決定能力がないと判断されることはない」（第1条第4項）ことを確認している。 
  ➍ 「意思決定能力がない本人に代わって行為をなし、あるいは、意思決定するにあた
っては、本人のベスト・インタレストに適うようにしなければならない」（第 1 条第 5
項）とし、ベスト・インタレストの原則を定める。 
  ❺ 「そうした行為や意思決定をなすにあたっては、本人の権利や行動の自由を制限す
る程度がより少なくてすむような選択が他にないかが考慮されなければならない（第
1 条第 6 項）とし、「必要最小限の介入の原則」を定めている。511 
 
イ）5 条行為 






                                                




















IMCA（independent mental capacity advocate）とよばれる、中立に本人の意思や利益を代





② IMCA について 
 上述したように、2005 年意思能力法は、第 35 条から第 44 条で IMCA について規定して
いる。IMCA は、2005 年意思能力法の施行（2007 年 10 月）に先立ち、2007 年 4 月から導
入され、準備が整えられており、IMCA が同法における重点施策であることがうかがわれる。 





                                                













場合に、次に掲げる事項（2005 年法 37 条、38 条、39 条）について IMCA が付される。 
NHS(National Health Service)や地方自治体（local authority）によってなされる社
会保障サービスや健康・福祉サービス給付の中で、特に 





  効果 
   NHS や地方自治体は、本人の生命に関わる緊急の場合を除き、IMCA から提出され 
た報告書を十分参考にすることによってサービス提供を行うことが認められる（Code  
of Practice , para 10.40-10.58）。 
 
B)任意 
     ❶入所施設等におけるケアプランの見直しがなされる場合（The Mental Capacity Act 
2005 (Independent Mental Capacity Advocates) (Expansion of Role) Regulations 
2006section3.(1)(b)） 
❷本人が他の人から虐待やネグレクトを受けているあるいは本人が他の人に対して虐 
待をしているとの証拠や申し立てがあった場合（The Mental Capacity Act 2005 
(Independent Mental Capacity Advocates) (Expansion of Role) Regulations 
2006section4. (1)(b) (i)） 
ただし、この場合は、家族や友人が周囲にいても IMCA を依頼できる。（The Mental 
Capacity Act 2005 (Independent Mental Capacity Advocates) (Expansion of Role) 
Regulations 2006section4. (1)(C)） 
 なお、2009 年に成立した Deprivation of Liberty Safeguards において、治療やケアにつ
いて同意する能力を有さない人々のためのベスト・インタレストに適うものとして提案され
                                                
514 新井誠監訳、今野包子翻訳『イギリス 2005 年意思能力法・行動指針』（民事法研究会、平成
21 年）204 頁。 








❷人的な要件   特別な経験を有する者 
ⓐIMCA になるための訓練を受けていること 
一般的なアドボカシーに関する単位の他に 5 つの専門分野（IMCA サービス、 
自由制限の場面でのセーフガード、精神保健法によるアドボカシー、アドボカシー
サービスのマネジメント、成年者に対するアドボカシーサービス提供）518 
   ⓑ性格がよく熱意がある 
   ⓒ何者からも独立して行動できる 
  ❸欠格事項 
ⓐ代弁しようとする本人の介護や治療（有償であるいは専門家として）にあたって 
いる者 
   ⓑ依頼を行う者、意思決定者又は本人の介護や治療に関与する者とのつながりがあっ
て、その独立性に疑念がある場合 
 
エ）IMCA の職務遂行権限（2005 年意思能力法第 35 条第 6 項（a）、(b)）519 
   ❶ 本人と直接他者を交えずに面談する。 
   ❷ いつでも適切な時に本人の次の記録を検討し、写しを取る。 
   (ⅰ)健康状態の記録 
   (ⅱ）地方当局が保管する福祉サービスとの関係で取集された記録 
   (ⅲ）2000 年介護標準法第 2 章のもとで登録された者の有する記録のうち、その者が
代理人の調査に重要と考えるもの 
     ❸ 意思決定者との意見対立に関しての異議申立て520 
    Ａ）医療行為に関する意見対立 
      ・患者助言連絡サービス（イングランド）に相談 
      ・地域健康評議会（ウェールズ）に相談 
      ・NHS 苦情処理手続利用 
                                                
516 スー・リー、菅富美枝訳「イギリスにおける本人を代弁する公的サービス IMCA の実践」菅
富美枝編『成年後見制度の新たなグランド・デザイン』（財団法人法政大学出版会、2013 年）272
頁。 
517 新井誠監訳、今野包子翻訳・前掲注(514)208 頁。 
518 スー・リー、菅富美枝訳・前掲注(516)277 頁。 
519 翻訳は、新井誠監訳、今野包子翻訳・前掲注(514)48 頁に負った。 
520 新井誠監訳、今野包子翻訳・前掲注(514)211 頁～212 頁。 
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      ・地域継続介護検討評議会に付託 
      ・独立苦情代弁人サービス（イングランド）その他の代弁人に依頼 
    Ｂ）社会福祉に関する意見対立 
      ・介護施設内苦情処理手続の利用 
      ・地方当局苦情処理手続の利用 




  スー・リーは、「イギリスにおける本人を代弁する公的サービス IMCA の実践」の中で












                                                
521 スー・リー、菅富美枝訳・前掲注(516)273 頁～274 頁。 
 なお、興味深いことは、イングランドのグロスタ ・ーシャーが発刊しているIndependent Mental 
Capacity Advocacy (IMCA) Multi-Agency Policy, Procedure and Guidance FINAL VERSION 
(2gether NHSFT, GHNHSFT, GCC and GNHS Care Services) p.16にIMCAの役割と責任（Role 




















 ・独立した行動の遵守、熱意等  








ただし、この場合は、家族や友人が周囲にいても IMCA を依頼できる。 
なお、2009 年に成立した Deprivation of Liberty Safeguards において、
治療やケアについて同意する能力を有さない人々のためのベスト・インタレス
トに適うものとして提案された決定が、本人の自由を制限するような性質のも
のである場合には、必ず IMCA を関与させるべきことが定められている。 
権限 ❶ 本人と直接他者を交えずに面談する。 
❷ いつでも適切な時に本人の次の記録を検討し、写しを取る。 
   (ⅰ)健康状態の記録 
   (ⅱ）地方当局が保管する福祉サービスとの関係で取集された記録 





 以上みてきたように、イギリス 2005 年意思能力法は、先に述べた基本原則にあるように意
思能力存在の推定を規定し（法第 1 条第 2 項）、本人の意思決定を助けるためのあらゆる実行








たことである（いわゆる 5 条行為）。 

























                                                
522 菅富美枝・前掲注(511)258 頁。 
523 上山泰・菅富美枝・前掲注(513)16 頁。 
524 菅富美枝「民法 858 条における「本人意思尊重義務」の解釈―本人中心主義に立った千成年
後見制度の実現―」『法政論集 250』（2013 年）148 頁。 




























                                                
526 西田和弘「権利擁護の将来像と公的責任―成年後見制度を中心に―」山田晋・有田謙司・西田
和弘・石田道彦・山下昇『社会保障の基本理念と法政策―社会保障法・労働法の現代的展開―』
（法律文化社、2011 年）269 頁。 
527 河野正輝「障害者の自己決定権と給付決定の公正性―イギリスにおける自己管理型支援の法的
試み」『障害学研究第 9 号』（2013 年）、同「地域社会における生活の支援」日本社会保障法学会









































 カナダや 2005 年イギリス意思能力法に見られるように意思決定の支援は、知的障害者のニ
ーズを考えるとき、財産的行為のみではなく福祉サービスをもその領域に取り込むべきこと
                                                
528 河野正輝・前掲注(7)『社会福祉法の新展開』183 頁。 











 民生委員や知的障害者福祉法第 15 条の 2 で規定されている知的障害者相談員533を意思決
定支援者として位置づけ直す必要があるだろう。特に、知的障害者相談員については、平成






                                                
531 河野正輝は、権利擁護ネットワークの構築の必要性、ボランタリー部門による権利擁護の重要





























































                                                                                                                                                     
http://www.pref.kumamoto.jp/site/890/hitorioyasodan.html, accessed18Jan.2015. 




































                                                
537 岡部耕輔「自立生活」松井亮輔・川島聡編『概説 障害者権利条約』（法律文化社、2010 年）
105 頁。 















における IMCA をそのまま導入することは理論的に困難である。 
 意思決定支援を意思形成、意思決定そして意思表明の連続したプロセスとする本稿の立場
では、意思決定支援者が IMCA の役割をも含むと解せざるをえない。 

















































 民法第 862 条は、「家庭裁判所は、後見人及び被後見人の資力その他の事情によって」報酬
額が決まる旨を規定している。 
そして、現在の成年後見制度の報酬は、平成 25 年 1 月 1 日付け東京家庭裁判所及び東京家
庭裁判所立川支部連名の「成年後見人等の報酬額のめやす」544に示されている。同書によれ




















合は、財産管理が複雑、困難になる場合が多いので、管理財産額が 1,000 万円を超え 5,000
万円以下の場合は、月額 3 万円～5 万円、5,000 万円を超える場合は、月額 5 万円～6 万円と














る助成制度も不可決である。現行法上は、障害者総合支援法第 77 条第 1 項第 4 号で、地域生
活支援事業として成年後見制度利用の費用援助ついて規定し、地域生活支援事業実施要綱で
「成年後見制度利用援助事業」は市町村必須事業とされている546。しかし、予算制度として
                                                                                                                                                     
http://www.courts.go.jp/tokyo-f/vcms_lf/130131seinenkoukennintounohoshugakunomeyasu.p
df',accessed23Jan. 2015. 
545  平成 23 年 6 月付奈良家庭裁判所後見係「成年後見人等の報酬額のめやす」
http://www.courts.go.jp/nara/vcms_lf/20203056.pdf ,accessed23Jan. 2015. 
546 例えば、広島市では、市長が家庭裁判所へ成年後見人選任の申立てをする要件として、 
ア  65 歳以上の高齢者、知的障害者又は精神障害者であること。 
 イ  自己の財産の管理・処分や医療・介護・障害福祉サービスの契約等を行う能力が十分でな   
いこと。 
 ウ  成年後見人等選任の申立てを行う配偶者及び四親等以内の親族がいないこと。 
 エ  その他市長が特に本人の福祉のため必要と認めること 
とし、申し立て費用の助成として、 

























                                                                                                                                                     
  広島市内に居住する被後見人等のうち、次のいずれかに該当する者。（報酬助成の申請時点） 
 ア 生活保護を受けている者 
 イ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律による支援   
給付を受けている者 
 ウ 収入・資産等の状況から上記ア、イに掲げる者と同等の状態であると認められる者 
 ※ 成年後見人等が被後見人等の親族（民法第７２５条に規定する親族）の場合は対象になら 
ない。 
 ［助成額］ 
  家庭裁判所が決定する成年後見人等に対する報酬額を助成する。ただし、次の額を上限とす 
る。 
  ・助成する報酬の対象期間のうち在宅であった期間     
月額 2 万 8,000 円 
  ・助成する報酬の対象期間のうち施設等に入院し、又は入所していた期間   














































































   ①意思決定支援者550 
    日常的な意思決定支援を担う者で、意思決定支援のスキルを有する者551を市町村 

















   ②特定意思決定支援者 





   ③代弁意思決定支援者554 






   意思決定支援者は、意思決定支援を円滑かつ効果的に実施するために次の義務負う。 
   ❶ 誠実に行動する。 
   ❷ 授権の範囲内での行動。 
   ❸ 本人の願望を決定するための情報の提供および合理的範囲での相談援助。 
   ➍ 本人の指示や表明された願望が認識されない場合は、これまでの本人の価値観


























ッシュコロンビア（British Colunbia）州の Reprezentation Agreement Act の場合、
意思決定の支援が必要な者の指示や願望が認識できず、その推測も困難な場合はベス
ト・インタレストに従うことを規定する。また、アルバータ（Albert）州の Adult 
















































  ②福祉に関する法の内部における意思決定支援者 
















条第 1 項第 2 号には、民政委員の職務として、「援助を必要とする者がその有する能力
に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活に関する相談に応じ、助言そ
                                                
557 柴田洋弥・前掲注(575)158 頁。 
 なお、前掲の堀正嗣が紹介した、Jane Boylan と Jane Dalrymple”Understanding Advocacy  




慮することであると述べられている。Jane Boylan and Jane (2009),Understanding Advocacy for 
Children and Young People, Open University Press. 































                                                
559 菅富美枝は、「支援付き意思決定と成年後見制度」『成年後見法研究第 12 号』（民事法研究会、

































 １ 日常的な意思決定 
   日常的な意思決定については、意思決定の支援を受けず知的障害者が行った法律行為
については有効である。 
                                                
560 石渡和実「成年後見制度と「意思決定支援」―障害者権利条約の批准を踏まえて―」『成年後
見法研究第 12 号』（民事法研究会、平成 27 年）170 頁。 
 チームアプローチとしては、前掲注で示したオックスフォード・シャーの例が示唆的である。 
 なお、石渡和実「地域で生活する権利成年後見」『実践成年後見第 15 号』4 頁～11 頁。横山正 
博編著『ソーシャルワーカーのためのチームアプローチ論』（ふくろう出版、2010 年）参照。 










 ２ 重大な意思決定 


























                                                
563 青木佳史「法的能力と成年後見制度の改革課題」『発達障害研究第 32 巻第 5 号』（2010 年）
443 頁。青木は、このことから代行決定をやむを得ない制度として存置するという結論を導いて
いる。 


















  市町村は、都道府県の支援を受け、意思決定支援者および代弁意思決定支援者とな 
るための養成研修を実施する。 

















                                                                                                                                                     
手方が知っていたか知るべきであった場合に表意者が保護される法理、不当威圧の法理、判断能
力の脆弱性を考慮する法理によって契約を無効とする法理に近いといえるだろう。 












  都道府県の指定により、障害福祉サービス提供機関とは独立した意思決定支援者、 
代弁意思決定支援者を提供する意思決定支援センターを創設する。 
  意思決定支援センターに所属する意思決定支援者、代弁意思決定支援者は、知的障 
害者と意思決定支援契約を締結する。 
（５）意思決定支援者、代弁意思決定支援者の選任 





 １ 意思決定支援者の報酬  
意思決定支援者の報酬は、支援の難易度、被支援者の財産の多寡、支援者の支援スキ
ルの程度に応じて総合的決定される。 
 ２ 助成制度 
   補助事業ではなく、意思決定支援法上の義務的経費として低所得者に対して援助する。 
 
第十 意思決定支援者の監視568 
 １ 意思決定支援者を監視するためモニターを選任する569。 
 ２ 意思決定支援者、代弁意思決定支援者のモニターは、市町村が選任し、特定意思決定 
支援者のモニターは、裁判所が選任する。 
 ３ モニターは意思決定支援者が基本原則等やその職務に反する行為をしていないかどう 
かを定期的に調査し、意思決定支援者及び代弁意思決定支援者にあっては市町村、特定 
意思決定支援者にあっては裁判所に報告する。 








                                                
568 わが国では、後見人の事務を監督する制度として後見監督人制度があるが（民法第 848 条～







































                                                
570 中川純「障害者の主体的生活ニーズと適正サービス保障」日本社会保障法学会編『新講座社会
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